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（提案１） 

 

●分野別委員会運営要綱 

 

          平 成 ２ ６ 年 ○ 月 ○ 日 

日本学術会議第○回幹事会決定 

 

（組織）          

第１ 日本学術会議会則第１６条に規定する分野別委員会（以下「委員会」と

いう。）は、それぞれの分野における会員又は連携会員をもって組織する。 

         

（分科会等）          

第２ 各委員会に置かれる分科会及び小委員会を、別表第１のとおり定める。

          

（庶務）          

第３ 委員会の庶務は、日本学術会議事務局の各課・参事官の協力を得て、別

表第２の各委員会に対応する事務局参事官が処理する。ただし、国際委員会

に置かれる分科会を兼ねるものについては、委員会において別途定める。 

         

（雑則）          

第４ この要綱に定めるもののほか、議事の手続きその他委員会の運営に関し

必要な事項は、委員会が定める。 

 

 

   附 則 

この決定は、平成２６年１０月１日から施行する。 

  

資料５－別添１ 

  



別表第１

分野別委員会 調査審議事項 構成 備考

日本の「古典」の構
築のための方法論・
理論についての審議
に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

異文化接触に伴う言
語の変化と、現在の
日本語のあり方に関
する審議に関するこ
と

２０名以内の
会員又は連携
会員

科学の発展がもたら
す日本語の変化の解
析と、その変化に対
する可能な対策に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

史学委員会に記載 史学委員会に
記載

・芸術の制作及び受
容を取り巻く環境条
件に係る審議
・現代及び近未来社
会における芸術と文
化の役割に係る審議

１０名以内の
会員又は連携
会員

・高度の多様性と客
観性を持つわが国の
古典研究諸分野の今
日的意義を明らかに
する。
・一般社会に古典
（研究）の意義を還
元するための方策の
検討

１０名以内の
会員又は連携
会員

・生命倫理や葬送儀
礼や看取りにおける
いのちの意義に係る
審議
・社会生活の多様な
場面での心のあり方
に係る審議

１０名以内の
会員又は連携
会員

・哲学・倫理・宗教
教育の現状に係る審
議
・哲学・倫理・宗教
教育の意義と方法に
係る審議

１５名以内の
会員又は連携
会員

言語・文学委員
会

言語・文学委員会古典
文化と言語分科会

言語・文学委員会文化
の邂逅と言語分科会

言語・文学委員会科学
と日本語分科会

言語・文学委員会・哲
学委員会・史学委員
会・地域研究委員会合
同アジア研究・対アジ
ア関係に関する分科会

哲学委員会 哲学委員会芸術と文化
環境分科会

哲学委員会古典精神と
未来社会分科会

哲学委員会いのちと心
を考える分科会

哲学委員会哲学・倫
理・宗教教育分科会

分科会等

史学委員会に記載 史学委員会に
記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

・大学の心理学教育
における基礎科目と
専門科目の基準の審
議に関すること

・医療法制下での心
理学国資格者養成教
育の基準の審議に関
すること

１．心の科学的実証
的な研究に必要な先
端技術の教育方法と
若手研究者養成プロ
グラムの検討

２．研究拠点校を結
ぶネットワークの構
築と心理科学の国際
的研究拠点構想
について審議する

高度情報化社会がか
かえる問題の検討に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

健康・医療において
心理学がかかわる課
題、及び心理学と医
学の連携のあり方の
審議に関すること。

１５名以内の
会員又は連携
会員

言語・文学委員会・哲
学委員会・史学委員
会・地域研究委員会合
同アジア研究・対アジ
ア関係に関する分科会

心理学・教育学委員会
心の先端研究と心理学
専門教育分科会

３０名以内の
会員又は連携
会員

心理学・教育学委員会
脳と意識分科会

目撃や自白における
心理メカニズム、少
年犯罪、被害者心
理、民事手続きや行
政手続き、司法福祉
など、犯罪と司法に
かかわる心理学的諸
問題の学際的審議に
関すること。

１５名以内の
会員又は連携
会員

心理学・教育学
委員会

心理学・教育学委員
会・基礎生物学委員
会・統合生物学委員会
合同行動生物学分科会

心理学・教育学委員会
心理学教育プログラム
検討分科会

心理学・教育学委員会
法と心理学分科会

２５名以内の
会員又は連携
会員

心理学・教育学委員会
健康・医療と心理学分
科会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会調査小
委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会成育空
間に関する政策提
案検討小委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

社会のための心理学
を展開するために必
要な教育・資格・学
術行政に係る審議に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

実証的研究者と規範
理論の研究者が共通
の概念枠組みを形成
する作業を通じて、
格差や公正といった
今日的な問題群に対
して有効なアプロー
チのあり方に係る審
議に関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

心理学・教育学委員会
実験社会科学分科会

心理学・教育学委員
会・臨床医学委員会・
健康・生活科学委員
会・環境学委員会・土
木工学・建築学委員会
合同子どもの成育環境
分科会

心理学・教育学委員会
社会のための心理学分
科会

21世紀にふさわしい
社会理論構築に関す
ること

２０名以内の
会員又は連携
会員

社会学委員会社会
理論分科会グロー
バリゼーション小
委員会

グローバル化への対
応として現れている
行為、運動、制度形
成を諸分野に即して
報告・検討し、グ
ローバル化の制御に
ついての理論的・実
践的な問題提起を行
う

１０名以内の
会員又は連携
会員

社会学委員会社会
理論分科会シミュ
レーション小委員
会

21世紀にふさわしい
社会理論構築のため
の方法論として、社
会シミュレーション
の可能性を探る

８名以内の分
科会構成員及
び構成員以外
の者

社会学委員会社会
理論分科会モダニ
ティ小委員会

1)社会科学における
社会学の位置づけを
明確にする
2)大学における社会
学教育の問題点と改
善策の検討
3)高校における「現
代社会」の位置づけ
についての検討

１０名以内の
分科会構成員
及び構成員以
外の者

新しい領域横断的活
動を活発化させる共
通基盤（情報共有
化、学術コンソーシ
アム等）の構築の審
議に関すること

５名以内の会
員及び８名以
内の連携会員

社会のニーズに合致
するソーシャルワー
ク専門職養成につい
ての審議

１６名以内の
会員又は連携
会員

・ジェンダー学の方
法論の批判的検討に
関すること
・現代社会分析に対
するジェンダー学の
なしうる貢献に関す
ること
・ジェンダー学と各
専門分野の連携の可
能性に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

社会学委員会 社会学委員会社会理論
分科会

社会学委員会メディ
ア・文化研究分科会

社会学委員会社会福祉
学分科会

社会学委員会ジェン
ダー研究分科会
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包摂的社会政策に関
する多角的研究及び
啓発活動等に関する
こと

１５名以内の
会員又は連携
会員

1)本テーマに関する
研究成果の到達点と
今後の展開について
の検討
2)本テーマに関する
研究および社会政策
発展のための教育・
研究体制の改善検討
3)啓発および社会的
提言

１５名以内の
会員又は連携
会員

１．社会統計アーカ
イヴを積極活用でき
るシステムの開発の
検討
２．諸学術機関で公
開されているデータ
ベースの形式を統一
する方法の検討
３．諸外国との社会
統計アーカイヴ連合
の実現可能性につい
ての検討
４．アジアにおける
社会統計アーカイヴ
のイニシャチヴを担
うための諸条件の検
討
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

１．社会学系コン
ソーシアムとのパー
トナーシップのあり
方についての検討
２．国内の社会学諸
学術団体の有機的な
関係構築についての
検討
３．日本の社会学の
国際化推進のための
方策についての検討
に係る審議に関する
こと

１５名以内の
会員又は連携
会員

社会学委員会・経済学
委員会合同包摂的社会
政策に関する多角的検
討分科会

社会学委員会社会変動
と若者問題分科会

社会学委員会社会学コ
ンソーシアム分科会

社会学委員会社会統計
アーカイヴ分科会

複合的な学術分野に
おけるジェンダー研
究の連携にもとづ
き、ジェンダー研究
の社会的貢献の可能
性を検討する

３０名以内の
会員又は連携
会員

１．討論型世論調査
の活用方法の検討
２．高レベル放射性
廃棄物処理問題を
テーマとしたオンラ
イン上の世論調査の
実施
３．認識共同体（エ
ピステミックコミュ
ニティ）と民意を結
びつける制度につい
ての検討
に係る審議に関する
こと

１２名以内の
会員又は連携
会員

国際歴史学委員会
（ＣＩＳＨ）への対
応に関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

史学委員会国際歴
史学会議等分科会
国際歴史学会議小
委員会

国際歴史学委員会
（ＣＩＳＨ）への対
応に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又はそれ以
外の者

国際オリエント・ア
ジア研究連合（ＩＵ
ＯＡＳ）への対応に
関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

史学委員会ＩＵＯ
ＡＳ分科会ＩＣＡ
ＮＡＳ小委員会

国際アジア・北アフ
リカ研究会議（ＩＣ
ＡＮＡＳ）への対応
に関すること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

国際科学史・科学基
礎論連合（ＩＵＨＰ
Ｓ）への対応に関す
ること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

学芸員制度などの改
善及び充実策の検討
並びに展示方法に関
する専門的知識の充
実策の検討に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

社会学委員会複合領域
ジェンダー分科会

史学委員会 史学委員会国際歴史学
会議等分科会

史学委員会ＩＵＯＡＳ
分科会

史学委員会ＩＵＨＰＳ
分科会

史学委員会博物館・美
術館等の組織運営に関
する分科会

社会学委員会討論型世
論調査分科会

アジア諸国との歴史
認識の調整方法の研
究及び共同の歴史研
究の体制の検討に関
すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

・日本の歴史学にお
けるジェンダー研究
の諸課題　
　
・人類の歴史に関わ
るジェンダーの包括
的・学際的研究の方
法論と課題

１５名以内の
会員又は連携
会員

科学・技術の社会に
おける展開と、その
諸問題の解析および
可能な対策の審議に
関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

日本におけるアジア
研究のあり方の再検
討及びアジア諸国と
の学術交流体制の充
実策の研究に関する
こと

３０名以内の
会員又は連携
会員

（１）現状における
文化財の保護の検討
（２）現状における
文化財の活用の検討

２０名以内の
会員又は連携
会員

１．３．１１後の被
災文書の復旧とその
後の復興
２．アーカイブズ制
度の確立
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

１．高校歴史教育を
めぐる諸問題とその
学術的背景の検討
２．提言の創出
に係る審議に関する
こと

１５名以内の
会員又は連携
会員

史学委員会高校歴史教
育に関する分科会

史学委員会歴史認識・
歴史教育に関する分科
会

史学委員会歴史資料の
保存・管理と公開に関
する分科会

史学委員会歴史学と
ジェンダーに関する分
科会

史学委員会科学・技術
の歴史的理論的社会的
検討分科会

言語・文学委員会・哲
学委員会・史学委員
会・地域研究委員会合
同アジア研究・対アジ
ア関係に関する分科会

史学委員会文化財の保
護と活用に関する分科
会

地球環境変化の人間
的次元の研究計画
（ＩＨＤＰ）への対
応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会ＵＧＥＣ
(Urbanization 
and Global 
Environmental 
Change)小委員会

・これまでの環境共
生都市のレビューに
関すること
・都市的・農村的土
地利用のあり方に関
すること
・地球環境変化に対
応した環境共生都市
の土地利用のモデル
の提案に関すること
・IHDPのCore 
ProjectsのUGECへの
対応
について審議する。

８名以内の会
員、連携会員
又は会員若し
くは連携会員
以外の者

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会ESG小委員会

１．Earth System 
Governance(ESG)研
究の推進と広報
２．ESGの国際的連
繋
３．ESG国際事務局
等との連繋
４．その他ESGの活
動への協力、支援、
助言、わが国からの
参加の促進
に係る審議に関する
こと

１５名以内の
会員，連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会KLSC小委員会

１．知識・学習・社
会変革アライアンス
（KLSC）研究の推進
と広報
２．KLSCの国際的連
繋
３．KLSC国際事務局
等との連繋
４．その他の活動へ
の協力、支援、助
言、わが国からの参
加の促進に係る審議
に関すること

１５名以内の
会員，連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域研究に関する研
究・教育機関の発展
方策及び国際連携の
あり方の審議に関す
ること

３０名以内の
会員又は連携
会員

地域研究委員会地域研
究基盤整備分科会

地域研究委員会 地域研究委員会・環境
学委員会・地球惑星科
学委員会合同ＩＨＤＰ
分科会
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国際地域開発研究の
目的と、その方法
論・理論・手法の構
築と発展方策及び国
際連携のあり方の審
議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

国内外の地域情報を
扱う学協会や関連機
関との持続的連携の
仕組みや相互運営
法、地域情報分析に
基づく社会に向けた
適切な情報発信のあ
り方などの審議に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

地域研究委員会地
域情報分科会地域
の知小委員会

「地域の知」の再構
築・共有・実践のた
めの情報基盤形成実
現のための推進戦略
に関すること

２０名以内の
会員，連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

都市再生、少子高齢
化、移民・人口流
動、貧困、ジェン
ダー、歴史・文化の
地域多様性などの地
域的課題の審議及び
学校教育における地
域教育の課題と地域
を理解する次世代の
育成の審議に関する
こと

２５名以内の
会員又は連携
会員

文化の諸問題の実態
の研究及び提言に関
すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

史学委員会に記載 史学委員会に
記載

多文化共生の現状と
課題を研究し、海外
の多文化共生（多文
化主義）と照らし合
わせて、提言をまと
める

２０名以内の
会員又は連携
会員

地域研究委員会人類学
分科会

言語・文学委員会・哲
学委員会・史学委員
会・地域研究委員会合
同アジア研究・対アジ
ア関係に関する分科会

地域研究委員会多文化
共生分科会

地域研究委員会国際地
域開発研究分科会

地域研究委員会人文・
経済地理と地域教育分
科会

地域研究委員会地域情
報分科会

近隣地域から地球全
体に至る様々な空間
スケールで発現して
いる自然的・人文社
会的諸現象とその相
互関係及びそれらを
表現する地図・地理
空間情報を扱う地理
教育のありかたにつ
いて検討し、提言を
行う。

３０名以内の
会員又は連携
会員

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会学校地理教育
小委員会

新しい時代に相応し
い初等中等教育にお
ける地理教育の内容
と教育体制の改善。
大学・学協会が連携
した初等中等教育に
おける教育現場教員
の研修実施体制の検
討

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会環境・防災教
育小委員会

環境・防災教育の内
容検討
環境・防災教育に関
する教員研修体制の
在り方の審議

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会大学地理教育
小委員会

高等教育における地
理教育の在り方、日
本の大学地理教育の
カリキュラム及び文
理融合教育の標準テ
キストの作成などの
審議

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会地図/GIS教育
小委員会

地図/GIS教育推進の
ためのカリキュラム
や教育内容の検討　
教員養成カリキュラ
ムの改善と教員研修
体制の在り方

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域住民の視点から
地域環境保全と振
興、地域再生、およ
び地域のキーパーソ
ン育成の仕組み等の
審議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

地域研究委員会地
域学分科会大学地
域学課題検討小委
員会

大学における地域学
の発展に向けた課題
の審議に関すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域研究委員会地域学
分科会

地域研究委員会・地球
惑星科学委員会合同地
理教育分科会

１． 欧州、アジア
の地域統合研究の理
論構築、問題提示、
政策提言の場を形成
し、２１世紀の地域
統合の基盤形成につ
いて検討すること
２．地域統合の学
術・政治経済・制
度・社会発展に向
け、理論と現実の課
題の整理、具体的提
言
３． 世界各国の学
術団体との国際的
ネットワークを構築
し、共同での理論・
政策研究の可能性の
探究

２０名以内の
会員又は連携
会員

１．アジア学術ネッ
トワークの拡大
２．知的リーダー養
成
３．ネットワーク形
成と、現実諸問題の
分析と提言
４．若手研究者の育
成
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

グローバリゼーショ
ンの実態の把握とそ
れに対する我が国の
とるべき態度の検
討、さらに、その問
題性の意識と対処の
仕方の検討

２０名以内の
会員又は連携
会員

生殖補助医療技術が
日本の法制度に及ぼ
す影響

２０名以内の
会員又は連携
会員

法学委員会生殖補助医
療と法分科会

法学委員会「グローバ
ル化と法」分科会

法学委員会

地域研究委員会アジア
の地域協力の学術的
ネットワーク構築分科
会

地域研究委員会地域統
合分科会

・個人と政治社会の
あるべき関係など政
治現象に関する思想
的課題の審議
・高等教育機関及び
地域・社会における
政治思想教育のあり
方に関する審議

１０名以内の
会員又は連携
会員

・民主主義の機能不
全や多民族共存など
政治現象に関する比
較検討に関する課題
の審議

・高等教育機関及び
地域・社会における
比較政治教育のあり
方に関する審議

・国家や地方自治体
をめぐる行政や地方
自治に関する課題の
審議
・高等教育機関及び
地域・社会における
行政学・地方自治教
育のあり方関する審
議

１０名以内の
会員又は連携
会員

・グローバルな対立
や紛争といった国際
政治的課題の審議
・高等教育機関及び
地域・社会における
国際政治教育のあり
方に関する審議

１０名以内の
会員又は連携
会員

・現実の国家や国際
社会における政治現
象に関する課題の審
議
・高等教育機関及び
地域・社会における
政治過程教育のあり
方関する審議

１０名以内の
会員又は連携
会員

政治学委員会 政治学委員会政治思
想・政治史分科会

政治学委員会国際政治
分科会

政治学委員会政治過程
分科会

１０名以内の
会員又は連携
会員

政治学委員会行政学・
地方自治分科会

政治学委員会比較政治
分科会
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・国際経済学協会
（ＩＥＡ）への対応
に関すること

１２名以内の
会員又は連携
会員

・国際経済史協会
（ＩＥＨＡ）への対
応に関すること

１０名以内の
会員又は連携
会員

・人口減少社会にお
ける経済成長と技術
革新に関すること
・少子高齢化社会に
おける社会制度や社
会ネットワークに関
すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

社会学委員会に記載 社会学委員会
に記載

１．個々の参加者に
よる研究報告
２．シンポジウムの
開催
３．政策提言

１５名以内の
会員又は連携
会員

１．チュトリアル
セッションの開催
２．シンポジュウム
の開催など
３．経済・政策に関
する提言

１８名以内の
会員又は連携
会員

国際生物科学連合
（ＩＵＢＳ）への対
応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

国際純粋・応用生物
物理学連合
（IUPAB）への対応
に関すること

５名以内の会
員及び10名以
内の連携会員

農学委員会に記載 農学委員会に
記載

基礎生物学委員
会

基礎生物学委員会ＩＵ
ＢＳ分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同Ｉ
ＵＰＡＢ分科会

基礎生物学委員会・農
学委員会・食料科学委
員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同ＩＵＭＳ分科会

経済学委員会 経済学委員会ＩＥＡ分
科会

経済学委員会ＩＥＨＡ
分科会

経済学委員会人口変動
と経済分科会

社会学委員会・経済学
委員会合同包摂的社会
政策に関する多角的検
討分科会

経済学委員会ワーク・
ライフ・バランス研究
分科会

経済学委員会数量的経
済・政策分析分科会

動物科学分野の学協
会等の連絡・連携、
及び当該分野の発展
を期すための調査審
議並びに情報発信に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

植物科学分野の学協
会等の連絡・連携、
及び当該分野の発展
を期すための調査審
議並びに情報発信に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

細胞生物学の発展の
ための審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

・遺伝学研究の推進
方策の審議に関する
こと
・遺伝学の教育と社
会普及の審議に関す
ること

２０名以内の
会員又は連携
会員

分子生物学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

生物科学分野の学協
会等の連絡・連携、
及び当該分野の発展
を期すための調査審
議並びに情報発信に
関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

遺伝資源の整備活用
方策の審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

海洋生物学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同動
物科学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会合同遺伝資源分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同海
洋生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同遺
伝学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・基礎
医学委員会合同分子生
物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同生
物科学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会合同植物科学分
科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同細
胞生物学分科会

発生生物学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

・新規微生物の発見
に関する審議
・微生物の増殖・生
活環に関する研究展
開についての審議
・微生物の新たな能
力開発に関する審議
・微生物と宿主との
関わり合いに関する
審議

２０名以内の
会員又は連携
会員

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

生物物理学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・地球
惑星科学委員会合同自
然史・古生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同生
物物理学分科会

心理学・教育学委員
会・基礎生物学委員
会・統合生物学委員会
合同行動生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同自
然人類学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同発
生生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同進
化・系統学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同総合微生物科学分科
会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同生
態科学分科会

基礎医学委員会に記
載

基礎医学委員
会に記載

・基礎生物学、応用
生物学、農学（基礎
及び応用）、基礎医
学、薬学におけるゲ
ノム科学のあり方、
推進方策について審
議
・ゲノム研究の社会
との接点に関わる諸
問題への解決に関す
る審議

２０名以内の
会員又は連携
会員

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

１．自然史標本の価
値の評価
２．自然史標本の網
羅的な全国調査
３．自然史標本を公
的に保全する方法
４．自然史標本を保
全するための法令の
整備
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

統合生物学委員
会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同Ｉ
ＵＰＡＢ分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同動
物科学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同ワ
イルドライフサイエン
ス分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同自
然史財の保護と活用分
科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会・情報
学委員会合同バイオイ
ンフォマティクス分科
会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・食料
科学委員会・基礎医学
委員会・臨床医学委員
会・薬学委員会合同実
験動物分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会合同ゲ
ノム科学分科会
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基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

進化・系統学分野の
学協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

生態科学分野の学協
会等の連絡・連携、
及び当該分野の発展
を期すための調査審
議並びに情報発信に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会合同植物科学分
科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同細
胞生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同遺
伝学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・基礎
医学委員会合同分子生
物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同生
物科学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会合同遺伝資源分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同海
洋生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同発
生生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同進
化・系統学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同総合微生物科学分科
会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同生
態科学分科会

基礎的な自然人類学
の研究成果を社会に
貢献する方法と手段
の審議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

古生物学・自然史学
の高度化に必要な大
学・大学院、研究機
関、博物館・動物園
といった組織を対象
に、その研究教育体
制を充実するため
に、現状を改善する
方策を調査審議し、
具体的提言にまとめ
る。

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

行動生物学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎医学委員会に記
載

基礎医学委員
会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

バイオインフォマ
ティクスによって生
物学研究を高度に能
率化する方法と手段
の審議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

人間と野生生物との
調和的共存を図るた
めのワイルドライフ
サイエンスの確立と
その社会的普及に係
る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・食料
科学委員会・基礎医学
委員会・臨床医学委員
会・薬学委員会合同実
験動物分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同生
物物理学分科会

心理学・教育学委員
会・基礎生物学委員
会・統合生物学委員会
合同行動生物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会・情報
学委員会合同バイオイ
ンフォマティクス分科
会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同ワ
イルドライフサイエン
ス分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会合同ゲ
ノム科学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同自
然人類学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・地球
惑星科学委員会合同自
然史・古生物学分科会

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

環境学委員会に記載 環境学委員会
に記載

食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

国際農業工学会（Ｃ
ＩＧＲ）への対応に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

国際微生物学連合
（ＩＵＭＳ）への対
応に関すること

６名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

国際土壌科学連合
（ＩＵＳＳ）への対
応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

作物学、園芸学、植
物病理学、雑草学な
どを含む狭義の農学
分野の学協会等の連
絡・連携、及び当該
分野の発展を期すた
めの調査審議並びに
情報発信に関するこ
と

２０名以内の
会員又は連携
会員

農林水産作物の育種
に関わる学協会等の
連絡・連携、及び当
該分野の発展を期す
ための調査審議並び
に情報発信に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

農業経済学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

農学委員会 農学委員会・食料科学
委員会合同ＩＵＮＳ分
科会

農学委員会・食料科学
委員会合同ＣＩＧＲ分
科会

基礎生物学委員会・農
学委員会・食料科学委
員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同ＩＵＭＳ分科会

農学委員会・食料科学
委員会合同ＩＵＳＳ分
科会

農学委員会農学分科会

農学委員会農業経済学
分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会合同自
然史財の保護と活用分
科会

統合生物学委員会・環
境学委員会合同自然環
境保全再生分科会

農学委員会育種学分科
会

農学委員会・食料科学
委員会合同農芸化学分
科会

農業生産環境工学分
野の学協会等の連
絡・連携、及び当該
分野の発展を期すた
めの調査審議並びに
情報発信に関するこ
と

２０名以内の
会員又は連携
会員

食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

地域総合農学分野の
学協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会・情報
学委員会合同バイオイ
ンフォマティクス分科
会

農学委員会・食料科学
委員会・健康・生活科
学委員会合同食の安全
分科会

農学委員会農業生産環
境工学分科会

農学委員会・食料科学
委員会合同農業情報シ
ステム学分科会

農学委員会地域総合農
学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同総合微生物科学分科
会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会合同遺伝資源分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会合同ゲ
ノム科学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会合同植物科学分
科会
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食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

広義の林学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

応用昆虫学分野の学
協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

土壌科学分野の学協
会等の連絡・連携、
及び当該分野の発展
を期すための調査審
議並びに情報発信に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

植物保護に関わる研
究について総合的・
多面的に検討するこ
と

２０名以内の
会員又は連携
会員

遺伝子組換え作物の
現状と今後の展望に
係る審議に関するこ
と

２０名以内の
会員又は連携
会員

食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

国際栄養科学連合
（IUNS)への対応に
関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

農学委員会に記載 農学委員会に
記載

農学委員会に記載 農学委員会に
記載

食料科学委員会 農学委員会・食料科学
委員会合同ＩＵＮＳ分
科会

農学委員会・食料科学
委員会合同ＣＩＧＲ分
科会

基礎生物学委員会・農
学委員会・食料科学委
員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同ＩＵＭＳ分科会

農学委員会土壌科学分
科会

農学委員会・食料科学
委員会合同遺伝子組換
え作物分科会

農学委員会林学分科会

農学委員会応用昆虫学
分科会

農学委員会・食料科学
委員会・健康・生活科
学委員会合同東日本大
震災に係る食料問題分
科会

農学委員会植物保護科
学分科会

農学委員会・食料科学
委員会合同ＰＳＡ分科
会

農学委員会に記載 農学委員会に
記載

水産学分野の学協会
等の連絡・連携、及
び当該分野の発展を
期すための調査審議
並びに情報発信に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

畜産学分野の学協会
等の連絡・連携、及
び当該分野の発展を
期すための調査審議
並びに情報発信に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

獣医学分野の学協会
等の連携・協力、そ
して獣医学分野の学
協会等の間の連絡・
連携の促進、及び当
該分野の研究・教育
の発展を期すための
調査審議並びに情報
発信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎医学委員会に記
載

基礎医学委員
会に記載

薬学委員会に記載 薬学委員会に
記載

農学の中の農芸化学
領域に関する分野の
学協会等の連絡・連
携、及び当該分野の
発展を期すための調
査審議並びに情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

農学委員会・食料科学
委員会合同ＩＵＳＳ分
科会

食料科学委員会水産学
分科会

食料科学委員会畜産学
分科会

食料科学委員会獣医学
分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・食料
科学委員会・基礎医学
委員会・臨床医学委員
会・薬学委員会合同実
験動物分科会

農学委員会・食料科学
委員会合同農芸化学分
科会

食料科学委員会・基礎
医学委員会・薬学委員
会合同トキシコロジー
分科会

農業情報システム学
分野の学協会等の連
絡・連携、及び当該
分野の発展を期すた
めの調査審議並びに
情報発信に関するこ
と

２３名以内の
会員又は連携
会員

食の安全に関する分
野の学協会等の連
絡・連携、及び当該
分野の発展を期すた
めの調査審議並びに
情報発信に関するこ
と

２０名以内の
会員又は連携
会員

農学委員会に記載 農学委員会に
記載

１．食料供給の早急
回復
２．供給する食料の
安全性の確保
３．食料供給に及ぼ
す長期的影響の解析
と解決策
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

太平洋学術協会
（PSA)への対応に関
すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

国際生化学・分子生
物学連合（ＩＵＢＭ
Ｂ）への対応に関す
ること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

国際生理科学連合
（ＩＵＰＳ）への対
応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

国際薬理学連合（Ｉ
ＵＰＨＡＲ）への対
応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

国際実験動物科学会
議（ＩＣＬＡＳ）へ
の対応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

農学委員会に記載 農学委員会に
記載

基礎医学委員会 基礎医学委員会ＩＵＢ
ＭＢ分科会

基礎医学委員会ＩＵＰ
Ｓ分科会

基礎医学委員会ＩＵＰ
ＨＡＲ分科会

基礎医学委員会ＩＣＬ
ＡＳ分科会

農学委員会・食料科学
委員会合同農業情報シ
ステム学分科会

基礎生物学委員会・農
学委員会・食料科学委
員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同ＩＵＭＳ分科会

農学委員会・食料科学
委員会合同遺伝子組換
え作物分科会

農学委員会・食料科学
委員会・健康・生活科
学委員会合同食の安全
分科会

農学委員会・食料科学
委員会合同ＰＳＡ分科
会

農学委員会・食料科学
委員会・健康・生活科
学委員会合同東日本大
震災に係る食料問題分
科会

形態、細胞生物医科
学の発展に向けた審
議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

・生理科学に関する
学術事項
・薬理学・創薬科学
に関する学術事項

２５名以内の
会員又は連携
会員

・免疫基礎研究のあ
り方
・先駆的医療開発研
究のあり方
・国際協力のあり方
・人材育成のあり方
・国内関連学協会連
携のあり方

３５名以内の
会員又は連携
会員

・病原体研究のあり
方、方向性を審議す
る。
・病原体研究者の育
成システムを審議す
る。

２５名以内の
会員又は連携
会員

・生体医工学の教
育・研究体制の問題
点
・開発から実用化に
至る過程での検討事
項

３０名以内の
会員又は連携
会員

・神経科学に関する
学術事項
・国際学術団体であ
る国際脳科学研究機
構（ＩＢＲＯ）への
対応

２５名以内の
会員又は連携
会員

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

・各領域における実
験動物を用いた研究
に関わる問題
・実験動物を用いた
研究の振興に関する
問題
・実験動物を用いた
科学技術の発展と社
会情勢に関わる問題

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎医学委員会・健
康・生活科学委員会合
同パブリックヘルス科
学分科会

基礎医学委員会神経科
学分科会

基礎医学委員会病原体
学分科会

基礎医学委員会生体医
工学分科会

基礎医学委員会免疫学
分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・食料
科学委員会・基礎医学
委員会・臨床医学委員
会・薬学委員会合同実
験動物分科会

基礎医学委員会形態・
細胞生物医科学分科会

基礎医学委員会機能医
科学分科会
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基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

薬学委員会に記載 薬学委員会に
記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

基礎医学委員会・
総合工学委員会合
同放射線・放射能
の利用に伴う課題
検討分科会研究用
原子炉のあり方検
討小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

農学委員会に記載 農学委員会に
記載

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同総合微生物科学分科
会

臨床医学委員会 基礎生物学委員会・農
学委員会・食料科学委
員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同ＩＵＭＳ分科会

基礎医学委員会・総合
工学委員会合同放射
線・放射能の利用に伴
う課題検討分科会

食料科学委員会・基礎
医学委員会・薬学委員
会合同トキシコロジー
分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会合同遺伝資源分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会・情報
学委員会合同バイオイ
ンフォマティクス分科
会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・基礎
医学委員会合同分子生
物学分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会合同ゲ
ノム科学分科会

神経内科学、脳神経
外科学、精神医学及
び心身医学に関連す
る各学会が抱える共
通問題の審議に関す
ること

３０名以内の
会員又は連携
会員

・子どものこころと
体の健全な育成のた
めに必要な社会的整
備をどのように構築
するか審議する。
・子どもの死因の第
一を占める不慮の事
故を減らすために、
どのような行動をと
るべきか審議する。

２０名以内の
会員又は連携
会員

・放射線診療の問題
点の分析
・放射線治療の独立
に関する検討
・臨床検査の効率化
と外注化についての
検討

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎医学委員会に記
載

基礎医学委員
会に記載

臨床医学委員会循環
器・内分泌・代謝分科
会

２０名以内の
会員又は連携
会員

・高齢化社会におけ
る新しい循環内分泌
代謝学の推進につい
ての検討
・循環内分泌代謝疾
患に関するデータ
ベースの構築などに
ついての検討

臨床医学委員会脳とこ
ころ分科会

臨床医学委員会放射
線・臨床検査分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・食料
科学委員会・基礎医学
委員会・臨床医学委員
会・薬学委員会合同実
験動物分科会

臨床医学委員会出生・
発達分科会

・高齢者に関する包
括的研究・教育体制
の構築（老年学の推
進）
・老年医学の学部教
育・大学院教育の整
備
・地域における高齢
者医療センター設置
への提言
・老年疾患研究の推
進
・高齢者医療におけ
るエビデンス作りの
支援
・高齢者医療に関す
る国民への啓発とＮ
ＰＯなどその活動を
行っている団体への
支援

２０名以内の
会員又は連携
会員

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会調査小
委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会成育空
間に関する政策提
案検討小委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委員
会・臨床医学委員会・
健康・生活科学委員
会・環境学委員会・土
木工学・建築学委員会
合同子どもの成育環境
分科会

臨床医学委員会老化分
科会

（1）我が国の臨床
研究、特にエビデン
スを創出する臨床研
究の現状と問題点の
把握
（2）我が国の臨床
研究の推進・強化の
ための基盤整備を含
めた方策の提案

２０名以内の
会員又は連携
会員

１．運動器の基礎・
臨床研究の問題点と
今後の方向性に係る
審議に関すること
２．高齢社会におけ
る健康寿命延伸に向
けた運動器疾患対策
に係る審議に関する
こと
３．学童から超高齢
者までの健全な運動
器維持と障害予防に
係る審議に関するこ
と
４．優れた運動器担
当医育成のための教
育と専門医制度にに
係る審議に関するこ
と
５．運動器に関する
国民への啓発活動と
国際連携に係る審議
に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

科学技術の面や倫理
や法制の面から我が
国における移植•再
生医療のあり方や推
進に係る審議に関す
ること

１５名以内の
会員又は連携
会員

我が国における放射
線防護のあり方と健
康リスク管理、とり
わけ放射線教育とリ
スクコミュニュケー
ションの推進に係る
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

臨床医学委員会移植•
再生医療分科会

臨床医学委員会放射線
防護・リスクマネジメ
ント分科会

臨床医学委員会臨床研
究分科会

臨床医学委員会運動器
分科会
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基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

・生涯を通じた国民
の健康づくりと安全
に関わる諸課題への
優先的な取組をはか
り、短期に提言すべ
き課題へと結びつけ
る。
・国民の健康と安全
確保のために人間環
境・ライフサイエン
スから見た課題を整
理し提言する。
・社会格差が健康格
差を引き起こさない
ための健康医療政策
・社会医学・公衆衛
生・予防医学分野の
人材育成のための方
策、提言

２０名以内の
会員又は連携
会員

・健康・スポーツ科
学分野の加速度的発
展を目指した若手研
究者とシニア研究者
の連携推進に関する
審議
・研究成果を生かし
た運動推進方策の審
議と報告書の作成

２０名以内の
会員又は連携
会員

１．社会における新
たな看護ニーズに対
応した課題
２．看護に関する基
礎・継続・卒後教育
の検討
３．看護学分野にお
ける教育課程編成上
の参照基準の検討
に係る審議に関する
こと

２５名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・臨床医学委員会合
同総合微生物科学分科
会

健康・生活科学
委員会

健康・生活科学委員会
健康・スポーツ科学分
科会

健康・生活科学委員会
看護学分科会

基礎医学委員会・健
康・生活科学委員会合
同パブリックヘルス科
学分科会

近接学問分野の成果
を統合しながらも
「人と人」「人と
物」「物と物」の関
係について、人のく
らしの立場から研究
を行うという設置目
的実現のために必要
な活動に対する連
携・協力、及び教育
の発展に係る審議に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

環境学委員会に記載 環境学委員会
に記載

食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

子どもの元気を育む
都市及び建築空間の
ガイドライン等に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会調査小
委員会

子どもの元気を育む
都市及び建築空間の
ガイドラインの作成
のための調査・分析
等に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会成育空
間に関する政策提
案検討小委員会

１．子どもが健全に
育つための成育空間
獲得のための政策提
案の検討・立案
２．子どもが健全に
育つための成育空間
整備の方針や具体的
な手法提案の作成

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

歯学委員会に記載 歯学委員会に
記載

健康・生活科学委員会
家政学分科会

健康・生活科学委員
会・歯学委員会合同脱
タバコ社会の実現分科
会

健康・生活科学委員
会・環境学委員会合同
環境リスク分科会

農学委員会・食料科学
委員会・健康・生活科
学委員会合同食の安全
分科会

心理学・教育学委員
会・臨床医学委員会・
健康・生活科学委員
会・環境学委員会・土
木工学・建築学委員会
合同子どもの成育環境
分科会

高齢者の生きがいと
活動性、高齢者の健
康と生活環境、高齢
者の尊厳の維持と多
様な生き方を支える
社会資源、高齢者の
健康を支える職種間
連携・人材育成のあ
り方などに係る審議
に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

食料科学委員会に記
載

食料科学委員
会に記載

基礎歯学医学研究の
審議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

・顎口腔領域疾病の
病態を解明し、細分
化される学術分野を
統合あるいは融合す
る。
・顎口腔疾患の病理
及び病態生理の究明
を行い、機能回復歯
学に発展させる。

２０名以内の
会員又は連携
会員

臨床系歯学が果たす
べき国民の健康の維
持・増進を図るため
の戦略立案の審議に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

日本における脱タバ
コ社会の早期実現の
ための方策及び脱タ
バコ社会実現のため
の法整備に係る審議
に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

薬学領域における化
学・物理系の研究に
ついて検討するとと
もに、研究推進につ
いて審議する。ま
た、理学系、工学系
研究者との連携につ
いても審議する。

２０名以内の
会員又は連携
会員

健康・生活科学委員会
高齢者の健康分科会

健康・生活科学委員
会・歯学委員会合同脱
タバコ社会の実現分科
会

農学委員会・食料科学
委員会・健康・生活科
学委員会合同東日本大
震災に係る食料問題分
科会

歯学委員会臨床系歯学
分科会

薬学委員会 薬学委員会化学・物理
系薬学分科会

歯学委員会 歯学委員会基礎系歯学
分科会

歯学委員会病態系歯学
分科会

薬学における生物系
の研究について検討
するとともに、研究
推進について審議す
る。また、理学系、
生物系研究者との連
携について審議す
る。

２０名以内の
会員又は連携
会員

薬学領域における医
療系の研究について
検討するとともに、
研究推進について審
議する。また、医学
系、理学系、農学系
研究者との連携につ
いて審議する。

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎医学委員会に記
載

基礎医学委員
会に記載

基礎生物学委員会に
記載

基礎生物学委
員会に記載

薬学系、農学系、医
学系の研究者と、医
薬品及び食品等の毒
性及び安全性に関す
る審議を行う。

２０名以内の
会員又は連携
会員

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

薬学委員会医療系薬学
分科会

薬学委員会生物系薬学
分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・食料
科学委員会・基礎医学
委員会・臨床医学委員
会・薬学委員会合同実
験動物分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会合同ゲ
ノム科学分科会

環境学委員会 地域研究委員会・環境
学委員会・地球惑星科
学委員会合同ＩＨＤＰ
分科会

食料科学委員会・基礎
医学委員会・薬学委員
会合同トキシコロジー
分科会

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会・情報
学委員会合同バイオイ
ンフォマティクス分科
会
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地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会ＵＧＥＣ
(Urbanization 
and Global 
Environmental 
Change)小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会ESG小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会KLSC小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

環境科学分野の研究
者の連絡・連携、及
び当該分野の発展の
ための調査審議並び
に情報発信に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

環境思想の系統理解
と「環境と人間の基
本的な関係」のあり
方の検討、環境教育
の実情把握と情報発
信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

環境政策・計画分野
の研究者の連絡・連
携、学術研究領域の
調査審議並びに情報
発信に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

自然環境保全再生科
学領域の発展をはか
るための方策の検
討、及びその政策に
適切に反映させるた
めの調査・審議並び
に情報発信に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

環境リスク対応に関
する分野の連携、研
究発展のための調査
審議、情報発信、人
材養成に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

統合生物学委員会・環
境学委員会合同自然環
境保全再生分科会

環境学委員会環境科学
分科会

環境学委員会環境政
策・環境計画分科会

健康・生活科学委員
会・環境学委員会合同
環境リスク分科会

環境学委員会環境思
想・環境教育分科会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会調査小
委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会成育空
間に関する政策提
案検討小委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

１．東京の都市の発
達と自然的歴史的緑
地形成史に係る審議
に関すること
２．神宮内外苑を
ケースとした都市環
境の変化と樹林の生
長・変化・影響・環
境圧に伴う生物生
息、生物多様性、土
壌環境等予測と総括
にもとづく指針の作
成に関すること

15名以内の会
員又は連携会
員

環境学委員会都市
と自然と環境分科
会地域環境情報の
整備・統合・活用
に関する小委員会

地域環境情報の統合
に向けた課題整理と
今後の整備・活用の
方針について検討す
る

１２名以内の
会員、連携会
員、又は会員
もしくは連携
会員以外の者

数学及びその近接諸
分野の今後の発展に
関わる諸問題に関す
ること

３０名以内の
会員又は連携
会員

心理学・教育学委員
会・臨床医学委員会・
健康・生活科学委員
会・環境学委員会・土
木工学・建築学委員会
合同子どもの成育環境
分科会

環境学委員会都市と自
然と環境分科会

数理科学委員会 数理科学委員会数学分
科会

統計学の学問領域全
体に関わる諸問題に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

数学教育に関わる諸
課題に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

国際数学者連合
(International 
Mathematical 
Union:IMU)への対応
に関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

国際純粋・応用物理
学連合（ＩＵＰＡ
Ｐ）への対応に関す
ること

５名以内の会
員及び２０名
以内の連携会
員

国際天文学連合（Ｉ
ＡＵ）への対応に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

物性物理学・一般物
理学が社会に果たす
重要な役割に関する
こと

４０名以内の
会員又は連携
会員

素粒子物理学・原子
核物理学分野の科学
的研究の進め方に関
すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

天文学・宇宙物理学
分野の推進に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

化学委員会に記載 化学委員会に
記載

惑星・地球の起源、
進化などの先端科学
の在り方に関するこ
と

３０名以内の
会員又は連携
会員

人間活動や社会との
関わりが強いものに
関すること、環境、
防災などで研究成果
の社会への還元に関
すること

５０名以内の
会員又は連携
会員

地球惑星科学の社会
への普及等に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

物理学委員会・総合工
学委員会合同ＩＵＰＡ
Ｐ分科会

地球惑星科学委員会社
会貢献分科会

物理学委員会ＩＡＵ分
科会

物理学委員会物性物理
学・一般物理学分科会

物理学委員会天文学・
宇宙物理学分科会

化学委員会・物理学委
員会合同結晶学分科会

地球惑星科学委
員会

地球惑星科学委員会地
球・惑星圏分科会

地球惑星科学委員会地
球・人間圏分科会

物理学委員会

数理科学委員会数学教
育分科会

物理学委員会素粒子物
理学・原子核物理学分
科会

数理科学委員会数理統
計学分科会

数理科学委員会ＩＭＵ
分科会

国際地理学連合（Ｉ
ＧＵ）への対応に関
すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

地球惑星科学委員
会ＩＧＵ分科会Ｉ
ＡＧ（国際地形学
会）小委員会

地形学研究の振興及
びＩＡＧ
（International 
Association of 
Geomorphologists）
の対応に関すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＧＵ分科会Ｉ
ＣＡ（国際地図学
協会）小委員会

国際地図学協会（Ｉ
ＣＡ）への対応に関
すること

１２名以内の
会員又は連携
会員、及び８
名以内の会員
又は連携会員
以外の者

国際第四紀学連合
（ＩＮＱＵＡ）の対
応に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

国際地質科学連合
（ＩＵＧＳ）への対
応に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＩＧＣＰ小委員会

地質科学国際研究計
画（ＩＧＣＰ）への
対応に関すること

５名以内の会
員又は連携会
員及び１５名
以内の会員又
は連携会員以
外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＩＬＰ小委員会

国際リソスフェア計
画（ＩＬＰ）の対応
に関すること

１２名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＩＡＧＣ小委員会

国際地球化学連合
（International 
Association of 
Geochemistry：
IAGC）への対応に関
すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＩＮＨＩＧＥＯ小
委員会

国際地質学史委員会
（INHIGEO）への対
応に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
地質年代学小委員
会

地質年代学委員会
(SOG)への対応に関
すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員会Ｉ
ＧＵ分科会

地球惑星科学委員会Ｉ
ＮＱＵＡ分科会

地球惑星科学委員会Ｉ
ＵＧＳ分科会
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地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＩＡＨ小委員会

国際水文地質学会
（IAH）への対応に
関すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＣＧＩ小委員会

国際地質科学情報委
員会（CGI）への対
応に関すること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＩＰＡ小委員会

国際古生物学協会
（IPA）への対応に
関すること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＳ分科会
ＩＣＳ小委員会

国際層状学委員会
（ICS）への対応に
関すること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

国際測地学及び地球
物理学連合（ＩＵＧ
Ｇ）に関すること

１０名以内の
会員又は連携
会員

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＧＡ小委員会

国際地球電磁気・超
高層物理学協会
（International 
Association of 
Geomagnetism and 
Aeronomy：ＩＡＧ
Ａ）への対応に関す
ること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＨＳ小委員会

国際水文科学協会
（International 
Association of 
Hydrological 
Sciences：ＩＡＨ
Ｓ）への対応に関す
ること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＰＳＯ小委員
会

国際海洋物理科学協
会（International 
Association for 
the Physical 
Sciences of the 
Oceans：ＩＡＰＳ
Ｏ）への対応に関す
ること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員会Ｉ
ＵＧＧ分科会

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＳＰＥＩ小委
員会

国際地震学及び地球
内部物理学連合
（International 
Association of 
Seismology and 
Physics of the 
Earth's Interior；
ＩＡＳＰＥＩ）に関
すること

１２名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＶＣＥＩ小委
員会

国際火山学及び地球
内部化学協会
（International 
Association of 
Volcanology and 
Chemistry of the 
Earth's Interior 
：ＩＡＶＣＥＩ）へ
の対応に関すること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＧ小委員会

国際測地学協会 
(International 
Association of 
Geodesy; ＩＡＧ)の
対応に関すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＭＡＳ小委員
会

国際気象学・大気科
学協会（ＩＡＭＡ
Ｓ）への対応に関す
ること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会ＩＵＧＧ分科会
ＩＡＣＳ小委員会

国際雪氷圏科学協会
(International 
Association of 
Cryosphere 
Science; IACS)への
対応に関すること

１２名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学におけ
る国際団体対応に関
すること

４０名以内の
会員又は連携
会員

地球惑星科学委員
会国際対応分科会
ＳＣＯＳＴＥＰ
（太陽地球系物理
学・科学委員会）
小委員会

太陽地球系物理学・
科学委員会（ＳＣＯ
ＳＴＥＰ）への対応
に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会国際対応分科会
ＳＣＡＲ（南極研
究科学委員会）小
委員会

南極研究科学委員会
（ＳＣＡＲ）への対
応に関すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員会国
際対応分科会

地球惑星科学委員
会国際対応分科会
ＩＡＳＣ（国際北
極科学委員会）小
委員会

国際北極科学委員会
（ＩＡＳＣ）への対
応に関すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会国際対応分科会
ＳＴＰＰ（太陽地
球系物理学国際共
同計画）小委員会

太陽地球系物理学国
際共同研究計画（Ｓ
ＴＰＰ）への対応に
関すること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地球惑星科学委員
会国際対応分科会
ＷＤＣ小委員会

世界資料センター
（World Data 
Centre；WDC）に関
すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会ＵＧＥＣ
(Urbanization 
and Global 
Environmental 
Change)小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会ESG小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
環境学委員会・地
球惑星科学委員会
合同ＩＨＤＰ分科
会KLSC小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

地球惑星科学委員会
及び関連する分科
会、小委員会等の活
動に関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・地球
惑星科学委員会合同自
然史・古生物学分科会

地球惑星科学委員会地
球惑星科学企画分科会

地域研究委員会・環境
学委員会・地球惑星科
学委員会合同ＩＨＤＰ
分科会

海洋研究科学委員会
（ＳＣＯＲ）への対
応に関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

地球惑星科学委員
会ＳＣＯＲ分科会
ＧＥＯＴＲＡＣＥ
Ｓ小委員会

GEOTRACES計画に係
わる国内研究・国際
連携研究の振興、
SSC会議（年1回）へ
代表者派遣、社会貢
献等の審議に関する
こと。

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

国際鉱物学連合（Ｉ
ＭＡ）への対応に関
すること

１０名以内の
会員又は連携
会員

宇宙空間研究委員会
（ＣＯＳＰＡＲ）へ
の対応に関すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会学校地理教育
小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会環境・防災教
育小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会大学地理教育
小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

地域研究委員会・
地球惑星科学委員
会合同地理教育分
科会地図/GIS教育
小委員会

地域研究委員会に記
載

地域研究委員
会に記載

統合生物学委員会に
記載

統合生物学委
員会に記載

地球惑星科学委員会Ｓ
ＣＯＲ（海洋研究科学
委員会）分科会

地域研究委員会・地球
惑星科学委員会合同地
理教育分科会

情報学委員会 基礎生物学委員会・統
合生物学委員会・農学
委員会・基礎医学委員
会・薬学委員会・情報
学委員会合同バイオイ
ンフォマティクス分科
会

地球惑星科学委員会Ｉ
ＭＡ（国際鉱物学連
合）分科会

地球惑星科学委員会Ｃ
ＯＳＰＡＲ（宇宙空間
研究委員会）分科会
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安心・安全な情報
ネットワーク基盤の
課題整理、解決に向
けた方策の提言、社
会教育・人材育成、
国際連携への取り組
みに関すること

３０名以内の
会員又は連携
会員

科学技術データ委員
会(CODATA）の対応
及び、国内外の幅広
いサイエンスデータ
の構築のあり方に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

情報学委員会国際
サイエンスデータ
分科会ＣＯＤＡＴ
Ａ小委員会

科学技術データ委員
会(CODATA）の対応
及び国内CODATA関連
データ活動の連携と
活性化、ガイドライ
ン作成に関すること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

情報学委員会国際
サイエンスデータ
分科会ＷＤＳ小委
員会

ICSU世界データシス
テム（World Data 
System, WDS）への
対応、国内WDS関連
データセンター間の
連携と活性化に関す
ること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

Ｅ－サイエンス・
データ中心科学推進
の方策及び展望に係
る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

センター入試への情
報科の導入、中学に
おける情報科の設
置、情報分野におけ
る高大連携、成人に
対する情報科学技術
リテラシー教育、情
報分野における技術
者教育・認定制度、
情報学分野における
教育課程編成上の参
照基準の検討に係る
審議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

情報学委員会情報ネッ
トワーク社会基盤分科
会

情報学委員会国際サイ
エンスデータ分科会

情報学委員会Ｅ－サイ
エンス・データ中心科
学分科会

情報学委員会情報科学
技術教育分科会

複数の識別体系、空
間・時間参照系の連
携を可能とする基盤
の実現、場所定義と
その識別子を明示的
に付与することを推
進する法体系の整備
などの審議に関する
こと

１５名以内の
会員又は連携
会員

ＩＴメディアの社会
に与える影響の分
析、あるべき社会基
盤への発展戦略の提
言、東日本大震災の
記録類のアーカイブ
と利用方針に関する
検討・提言に係る審
議に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

情報学のフロンティ
アとしての環境知能
の技術・理論・応用
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

社会の安全・安心に
必要な情報科学技術
及び安全・安心情報
社会に関わる新たな
融合学術分野に関す
る分析と方向性の提
示に係る審議に関す
ること

２５名以内の
会員又は連携
会員

情報学委員会安
全・安心社会と情
報技術分科会安
全・安心社会と情
報技術企画小委員
会

１．社会の安全・安
心に必要な情報科学
技術の研究開発に関
するマスタープラン
の起案・策定
２．その他、本分野
の推進に関する課題
の抽出、提言・報告
の作成
に係る審議に関する
こと

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

化学の研究促進のた
め推進を図り、委員
会の活動方針及び企
画運営に関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

化学委員会 化学委員会化学企画分
科会

情報学委員会環境知能
分科会

情報学委員会ユビキタ
ス状況認識社会基盤分
科会

情報学委員会ＩＴメ
ディア社会基盤・震災
時メディアアーカイブ
分科会

情報学委員会安全・安
心社会と情報技術分科
会

国際純正・応用化学
連合（ＩＵＰＡＣ）
への対応に関するこ
と

６名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

国際結晶学連合（Ｉ
ＵＣｒ）への対応に
関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

一般物理化学及び生
物にかかわる物理化
学の諸問題や化学の
発展に関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

金属イオンが関与す
る分子の合成やその
機能にかかわる化学
の諸問題や無機化学
分野の発展に関する
こと

１５名以内の
会員又は連携
会員

有機化学が関係する
広い化学、物理、及
び生物の分野におい
て、学術の進展や科
学と社会の健全な発
展に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

高分子化学の審議に
関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

材料化学の審議に関
すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

分析化学を中心にし
た諸問題を審議及び
この学問分野のさら
なる発展に関するこ
と

１５名以内の
会員又は連携
会員

結晶学の進展の方向
性等に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

化学全般に関する問
題意識等に関するこ
と

１５名以内の
会員又は連携
会員

産業イノベーション
を推進する化学技術
基盤の有り方と産官
学連携の役割等に関
すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

化学委員会・総合工学
委員会・材料工学委員
会合同触媒化学・化学
工学分科会

化学委員会生体関連化
学分科会

化学委員会有機化学分
科会

化学委員会高分子化学
分科会

化学委員会材料化学分
科会

化学委員会分析化学分
科会

化学委員会ＩＵＰＡＣ
分科会

化学委員会ＩＵＣｒ分
科会

化学委員会物理化学・
生物物理化学分科会

化学委員会無機化学分
科会

化学委員会・物理学委
員会合同結晶学分科会

総合工学委員会及び
関連する分科会、小
委員会、シンポジウ
ム等の活動に関する
こと

３０名以内の
会員又は連携
会員

物理学委員会に記載 物理学委員会
に記載

土木工学・建築学委
員会に記載

土木工学・建
築学委員会に
記載

総合工学委員会・
土木工学・建築学
委員会合同ＷＦＥ
Ｏ分科会地震災害
リスクマネージメ
ント小委員会

地震災害リスクマ
ネージメントの研
究、関連する世界各
国の専門家と協力し
て、地震災害の軽減
に貢献する報告書の
作成に関すること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

国際光学委員会（Ｉ
ＣＯ）への対応に関
すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

総合工学委員会Ｉ
ＣＯ分科会光科学
技術調査企画小委
員会

１．光科学技術分野
の研究動向調査
２．光科学技術分野
研究コミュニティの
形成
３．公開シンポジウ
ムの立案・実行
４．情報普及活動の
立案・実行
に係る審議に関する
こと

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

国際自動制御連盟
（ＩＦＡＣ）への対
応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

未来社会に向けての
応用物理学分野の研
究開発に関すること

５０名以内の
会員又は連携
会員

工学基盤における知
の統合の意義とその
推進に関すること

３５名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会・電気
電子工学委員会合同Ｉ
ＦＡＣ分科会

物理学委員会・総合工
学委員会合同ＩＵＰＡ
Ｐ分科会

総合工学委員会総合工
学企画分科会

総合工学委員会

総合工学委員会未来社
会と応用物理分科会

総合工学委員会工学基
盤における知の統合分
科会

総合工学委員会ＩＣＯ
分科会

総合工学委員会・土木
工学・建築学委員会合
同ＷＦＥＯ分科会
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総合工学委員会工
学基盤における知
の統合分科会自動
制御の多分野応用
小委員会

自動制御分野に関す
ること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会工
学基盤における知
の統合分科会知の
統合体系化小委員
会

「知の統合」の体系
化に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会工
学基盤における知
の統合分科会知の
統合推進小委員会

「知の統合」の推進
に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

エネルギーと科学技
術に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

工学システムにおけ
る安全・安心・リス
クに関すること

３０名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会遺棄および老
朽化学兵器の廃棄
技術に関するリス
ク検討小委員会

遺棄および老朽化学
兵器の安全な廃棄技
術に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会交通事故死傷
者ゼロ検討小委員
会

・歩行者、自転車、
高齢者運転に関わる
事故
・事故実態と国家戦
略を踏まえた交通安
全
・予防安全装置の性
能評価方法や普及シ
ナリオ
・その他道路交通安
全に関わる諸課題
の審議に関すること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会エネル
ギーと科学技術に関す
る分科会

総合工学委員会・機械
工学委員会合同工学シ
ステムに関する安全・
安心・リスク検討分科
会

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会事故調査のあ
り方検討小委員会

事故調査体制のあり
方に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会安全目標のガ
イドライン検討小
委員会

１．工学システム各
分野における安全目
標の考え方
２．各分野における
数値目標
３．高度に発展した
技術社会における安
全目標のあり方
に係る審議に関する
こと

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会老朽および遺
棄化学兵器の廃棄
に係るリスク評価
とリスク管理に関
する検討小委員会

１．大事故を想定し
たリスク回避の行動
指針
２．ヒ素を含有した
廃棄物の処理・処分
の知識基盤
３．化学剤等の基準
のあり方
に係る審議に関する
こと

１６名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

フロンティア人工物
分野に関すること

２５名以内の
会員又は連携
会員

化学委員会に記載 化学委員会に
記載

放射能・放射線の広
い分野での利用に伴
う諸課題に関するこ
と

２０名以内の
会員又は連携
会員

基礎医学委員会・
総合工学委員会合
同放射線・放射能
の利用に伴う課題
検討分科会研究用
原子炉のあり方検
討小委員会

研究用原子炉の現状
把握と問題点の整
理、研究用原子炉に
おける共同利用のあ
り方、将来における
研究用原子炉のあり
方に関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

機械工学委員会に記
載

機械工学委員
会に記載

化学委員会・総合工学
委員会・材料工学委員
会合同触媒化学・化学
工学分科会

基礎医学委員会・総合
工学委員会合同放射
線・放射能の利用に伴
う課題検討分科会

総合工学委員会・機械
工学委員会合同力学基
盤工学分科会

総合工学委員会・機械
工学委員会合同フロン
ティア人工物分科会

持続可能なグローバ
ル資源利活用に関す
ること

２５名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会・
材料工学委員会合
同持続可能なグ
ローバル資源利活
用に係る検討分科
会資源基礎調査小
委員会

鉱物資源に関するこ
と

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

計算科学シミュレー
ション技術基盤に関
すること

３５名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会ものづ
くり支援シミュ
レーション検討小
委員会

ものづくりにおける
シミュレーションの
利用について

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会マルチ
スケール・マルチ
フィジックスの数
理検討小委員会

多分野のマルチス
ケール・マルチフィ
ジックスの課題から
共通の数理を導くこ
と

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会心と脳
など新しい領域検
討小委員会

身体・脳・心の理解
を包含する科学シ
ミュレーション法に
ついて

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会ものづ
くり分野における
スーパーコン
ピューティング技
術推進検討小委員
会

世界最先端・最高性
能の次世代スーパー
コンピュータ技術の
推進について

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・材料
工学委員会合同持続可
能なグローバル資源利
活用に係る検討分科会

総合工学委員会・機械
工学委員会合同計算科
学シミュレーションと
工学設計分科会

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会計算力
学小委員会

計算力学に関し、今
後の国内態勢や国際
連携、国際貢献のあ
り方、アジアや世界
との連携方策に特化
した議論をし将来の
あり方の検討に関す
ること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会ポスト
ペタスケール高性
能計算に資する可
視化処理小委員会

１．計算科学シュミ
レーションを可視化
したときの効能の評
価のあり方について
の検討
２．計算科学シュミ
レーションから科学
的発見を支援するた
めの可視化技術のあ
り方についての検討
３．計算科学シュミ
レーションの社会実
装を行う上で可視化
技術の果たす役割に
ついての検討
に係る審議に関する
こと

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会設計と
シミュレーション
を結びつける小委
員会

1.設計の現状につい
ての検討
2.設計の視点から見
たシミュレーション
のあり方についての
検討
3.設計とシミュレー
ションを結びつける
ための検討
4.設計の視点から見
たシミュレーション
の新たな学問体系に
関しての検討
5.上記の検討に基づ
き、学術的・技術的
課題のまとめ
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員、連携会
員、又は会員
若しくは連携
会員以外の者

国際計測連合（ＩＭ
ＥＫＯ）の活動を国
内外に広報及び活動
支援について

１０名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会・電気
電子工学委員会合同Ｉ
ＭＥＫＯ分科会
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総合工学委員会・
電気電子工学委員
会合同ＩＭＥＫＯ
分科会計測連合シ
ンポジウム企画運
営小委員会

・計測連合シンポジ
ウムの開催のための
企画立案
・計測連合シンポジ
ウムの運営
・その他、計測連合
シンポジウムに係わ
る事項

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

・緊急対応（放射性
物質による被爆と汚
染に関して）に関す
る提言の取りまとめ
・中長期対応に関す
る提言の取りまとめ

２０名以内の
会員又は連携
会員

　 総合工学委員会原
子力事故対応分科
会原発事故による
環境汚染調査に関
する検討小委員会

１．公開されたデー
タの検討
２．放射性物質の拳
動のためのモデルの
検討
３．今後必要な調査
項目の選定
４．データの公開に
関する手続きのあり
方
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

サービスに関する学
術的体系の審議に関
すること

１５名以内の
会員又は連携
会員

国際理論応用力学連
盟（ＩＵＴＡＭ）へ
の対応に関すること

２０名以内の
連携会員

21世紀ものづくり概
念を科学として正確
に捉え体系化するこ
と

３０名以内の
会員又は連携
会員

機械工学委員会生
産科学分科会もの
づくり経営科学小
委員会

市場メカニズムから
見たものづくり経営
科学のあり方に関す
ること

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

機械工学委員会生
産科学分科会もの
づくり設計科学小
委員会

今後のものづくり設
計科学の学術的・技
術的課題に関するこ
と

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

機械工学委員会 機械工学委員会・土木
工学・建築学委員会合
同ＩＵＴＡＭ分科会

機械工学委員会生産科
学分科会

総合工学委員会サービ
ス学分科会

総合工学委員会原子力
事故対応分科会

機械工学委員会生
産科学分科会もの
づくりシステム科
学小委員会

環境規制や価値創造
の観点から見たもの
づくりシステム科学
のあり方に関するこ
と

１５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ロボット学の諸様
相、その学術的枠組
及び解決すべき問題
や方向性等に関する
こと

１５名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会遺棄および老
朽化学兵器の廃棄
技術に関するリス
ク検討小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会交通事故死傷
者ゼロ検討小委員
会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会事故調査のあ
り方検討小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会安全目標のガ
イドライン検討小
委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・機械
工学委員会合同工学シ
ステムに関する安全・
安心・リスク検討分科
会

機械工学委員会ロボッ
ト学分科会

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同工学システムに
関する安全・安
心・リスク検討分
科会老朽および遺
棄化学兵器の廃棄
に係るリスク評価
とリスク管理に関
する検討小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

未来に向けた力学基
盤の工学のあり方に
関すること

３０名以内の
会員又は連携
会員

機械工学委員会及び
関連する分科会、小
委員会、シンポジウ
ム等の活動に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会ものづ
くり支援シミュ
レーション検討小
委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会マルチ
スケール・マルチ
フィジックスの数
理検討小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会心と脳
など新しい領域検
討小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・機械
工学委員会合同フロン
ティア人工物分科会

機械工学委員会機械工
学企画分科会

総合工学委員会・機械
工学委員会合同計算科
学シミュレーションと
工学設計分科会

総合工学委員会・機械
工学委員会合同計算科
学シミュレーションと
工学設計分科会

総合工学委員会・機械
工学委員会合同力学基
盤工学分科会

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会ものづ
くり分野における
スーパーコン
ピューティング技
術推進検討小委員
会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会計算力
学小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会ポスト
ペタスケール高性
能計算に資する可
視化処理小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
機械工学委員会合
同計算科学シミュ
レーションと工学
設計分科会設計と
シミュレーション
を結びつける小委
員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

国際電波科学連合
（ＵＲＳＩ）への対
応に関すること

２４名以内の
会員又は連携
会員

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
電磁波計測小委員
会

ＵＲＳＩの電磁波計
測分野の対応に関す
ること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ａ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
電磁波小委員会

ＵＲＳＩの電磁波分
野の対応に関するこ
と

３５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｂ　
に対応

電気電子工学委
員会

電気電子工学委員会Ｕ
ＲＳＩ分科会
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電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
無線通信システム
信号処理小委員会

ＵＲＳＩの無線通信
システム信号処理分
野の対応に関するこ
と

３０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｃ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
エレクトロニク
ス・フォトニクス
小委員会

ＵＲＳＩのエレクト
ロニクス及びフォト
ニクス分野の対応に
関すること

２０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｄ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
電磁波の雑音・障
害小委員会

ＵＲＳＩの電磁波の
雑音と障害を対象と
した分野の対応に関
すること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｅ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
非電離媒質伝搬・
リモートセンシン
グ小委員会

ＵＲＳＩの無線通信
の電波伝搬やリモー
トセンシングを中心
とする分野の対応に
関すること

３５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｆ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
電離圏電波伝搬小
委員会

ＵＲＳＩの電離圏電
波伝搬及び電離圏変
動の分野の対応に関
すること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｇ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
プラズマ波動小委
員会

ＵＲＳＩのプラズマ
波動の分野の対応に
関すること

３０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｈ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
電波天文学小委員
会

ＵＲＳＩの電波天文
学の分野の対応に関
すること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｊ　
に対応

電気電子工学委員
会ＵＲＳＩ分科会
医用生体電磁気学
小委員会

ＵＲＳＩの医用生体
電磁気学の分野の対
応に関すること

３０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

ＵＲＳＩ Ｃ
ｏｍｍｉｓ
ｓｏｎ　Ｋ　
に対応

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

制御・パワー工学に
関すること

３５名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会・電気
電子工学委員会合同Ｉ
ＦＡＣ分科会

電気電子工学委員会制
御・パワー工学分科会

デバイス・電子機器
工学に関すること

３５名以内の
会員又は連携
会員

コミュニケーション
（通信）・電子シス
テム工学に関するこ
と

３５名以内の
会員又は連携
会員

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
電気電子工学委員
会合同ＩＭＥＫＯ
分科会計測連合シ
ンポジウム企画運
営小委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

土木工学・建築
学委員会

土木工学・建築学委
員会及び関連する分
科会、小委員会、シ
ンポジウム等の活動
に関すること

２０名以内の
会員又は連携
会員

１．21期の提言の具
体化方策
２．東日本大震災の
復旧復興とのバラン
ス
３．中長期の国土環
境のあり方の明示
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

機械工学委員会に記
載

機械工学委員
会に記載

世界工学団体連盟
（ＷＦＥＯ）への対
応に関すること

５名以内の会
員及び１０名
以内の連携会
員

総合工学委員会・
土木工学・建築学
委員会合同ＷＦＥ
Ｏ分科会地震災害
リスクマネージメ
ント小委員会

地震災害リスクマ
ネージメントの研
究、関連する世界各
国の専門家と協力し
て、地震災害の軽減
に貢献する報告書の
作成に関すること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

機械工学委員会・土木
工学・建築学委員会合
同ＩＵＴＡＭ分科会

土木工学・建築学委員
会土木工学・建築学企
画分科会

電気電子工学委員会通
信・電子システム分科
会

総合工学委員会・土木
工学・建築学委員会合
同ＷＦＥＯ分科会

土木工学・建築学委員
会国土と環境分科会

総合工学委員会・電気
電子工学委員会合同Ｉ
ＭＥＫＯ分科会

電気電子工学委員会デ
バイス・電子機器工学
分科会

学際間及び学協会の
連携、シンポジウム
の企画運営に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

土木工学・建築学
委員会学際連携分
科会環境工学連合
小委員会

環境工学分野に関す
ること

２５名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会調査小
委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

心理学・教育学委
員会・臨床医学委
員会・健康・生活
科学委員会・環境
学委員会・土木工
学・建築学委員会
合同子どもの成育
環境分科会成育空
間に関する政策提
案検討小委員会

健康・生活科学委員
会に記載

健康・生活科
学委員会に記
載

１．地球環境の変化
が風水害・土砂災害
に及ぼす影響
２．防災設備やソフ
ト対応策の適切な運
用・整備の検討
３．今後の対応策の
あり方に関する根本
的理念の検討
に係る審議に関する
こと

２０名以内の
会員又は連携
会員

心理学・教育学委員
会・臨床医学委員会・
健康・生活科学委員
会・環境学委員会・土
木工学・建築学委員会
合同子どもの成育環境
分科会

土木工学・建築学委員
会地球環境の変化に伴
う風水害・土砂災害へ
の対応分科会

土木工学・建築学委員
会学際連携分科会

土木工学・建築学
委員会地球環境の
変化に伴う風水
害・土砂災害への
対応分科会佐賀低
平地への適応策実
装検討小委員会

地球温暖化適応策の
実装に係る審議に関
すること

１０名以内の
会員、連携会
員又は会員若
しくは連携会
員以外の者

１．国際災害リスク
研究(ＩＲＤＲ)活動
への参加・推進
２．国内のＩＲＤＲ
活動の推進
３．海外、特にアジ
ア太平洋地域の国や
地域、機関とのＩＲ
ＤＲ活動の連携・推
進
に係る審議に関する
こと

２５名以内の
会員又は連携
会員

材料工学に関する諸
課題の分析、新規分
野開拓等の具体的方
策、産学連携等の検
討を行う

２０名以内の
会員又は連携
委員

化学委員会に記載 化学委員会に
記載

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・
材料工学委員会合
同持続可能なグ
ローバル資源利活
用に係る検討分科
会資源基礎調査小
委員会

総合工学委員会に記
載

総合工学委員
会に記載

総合工学委員会・材料
工学委員会合同持続可
能なグローバル資源利
活用に係る検討分科会

材料工学委員会材料工学委員会 材料工学委員会材料工
学将来展開分科会

土木工学・建築学委員
会ＩＲＤＲ分科会

化学委員会・総合工学
委員会・材料工学委員
会合同触媒化学・化学
工学分科会
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別表第２
言語・文学委員会
哲学委員会
心理学・教育学委員会
社会学委員会
史学委員会
地域研究委員会
法学委員会
政治学委員会
経済学委員会
経営学委員会
基礎生物学委員会
統合生物学委員会
農学委員会
食料科学委員会
基礎医学委員会
臨床医学委員会
健康・生活科学委員会
歯学委員会
薬学委員会
環境学委員会
数理科学委員会
物理学委員会
地球惑星科学委員会
情報学委員会
化学委員会
総合工学委員会
機械工学委員会
電気電子工学委員会
土木工学・建築学委員会
材料工学委員会 参事官（審議第二担当）

参事官（審議第二担当）
参事官（審議第二担当）

参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）

参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）

参事官（審議第二担当）

参事官（審議第一担当）

参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）

参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）

参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）

参事官（審議第一担当）

参事官（審議第一担当）

参事官（審議第二担当）

参事官（審議第一担当）

参事官（審議第一担当）

参事官（審議第二担当）

参事官（審議第一担当）
参事官（審議第一担当）
参事官（審議第二担当）
参事官（審議第二担当）
参事官（審議第二担当）
参事官（審議第二担当）

参事官（審議第二担当）
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17 
 

部が直接統括する分野別委員会合同分科会の廃止について 

 

 

合同分科会の名称： 福島原発災害後の科学と社会のあり方を問う分科会  

 

１ 担当部及び関

係委員会名 

第一部 

２ 委員の構成 15 名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  福島原子力発電所の事故による災害は、科学者に対する社

会の信頼を大きく揺るがすことになった。科学技術の安全性

の主張が揺らいだということだけではなく、政治的な意図や

経済的利害関係に対して科学が自立性を確保することがで

きていたのか、事故前も事故後も科学者は社会に適切な情報

を提供し市民からの問いかけに応じることをなしえたのか

等の疑問も投げかけられてきている。専門家が社会から托さ

れた役割は何であり、専門家として関わらざるをえないが専

門を超えた問題領域にどう関わるべきなのかといった問題

も問われている。これら科学と社会の関係に関わる問題は、

日本の科学者を代表する機関である日本学術会議の科学者

自身によって問いなおされるべき問題だが、本分科会は人文

社会科学の側に力点を置きつつそのための基礎作業を行う。

 

４ 審 議 事 項 １．福島原発事故により科学者の社会的信頼はなぜ揺らいだ

のか 

２．科学の専門領域を超えた問題にどう取り組むのか 

３．科学者と市民との関わりのあり方について 

４．科学者と政治との関わりのあり方について 

５．この問題に関わる日本学術会議の役割は何か 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 時限設置 年  月  日～  年  月  日 

常設 

６ 備    考 ※廃止 
「第 22 期における分科会活動の総括結果について」（第

197 回幹事会承認）に基づき、平成 26 年 9 月 30 日をもっ

て廃止する。 
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部が直接統括する分野別委員会合同分科会の廃止について 
 
 
分科会等名： 人文・社会科学振興分科会  
 

１ 担当部及び関

係委員会名 

第一部 

２ 委員の構成 20 名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  人文・社会科学分野の学協会の学術交流、学会間の連帯を

とおして、人文・社会科学振興の方策について審議する。 
 人文・社会科学の振興に関しては、その根拠規定となる法

制度が脆弱なうえ、個別の学協会の多くが小規模であり、学

術振興のための制度的整備が不十分である。この分科会にお

いては、人文・社会学振興のための法的制度的な基盤づくり

の方策、人文・社会科学分野の学協会の連絡組織の可能性、

人文・社会科学分野の若手育成の方策などを総合的に審議す

ることを目的とする。 
 上記の目的を達成するために、本分科会は第一部附置と

し、第一部の役員、各分野別委員会の代表者、および、必要

に応じて会員、連携会員を若干名加えて組織する。 
 

４ 審 議 事 項 ① 人文・社会科学振興の法的制度的整備、特に「学術基本

法」（仮称）の可能性についての審議 
② 人文・社会科学分野の学協会の連絡組織の可能性につい

ての審議 
③ 人文・社会科学分野の若手育成の方策についての審議 
 

５ 設 置 期 間 時限設置 平成 年 月 日～  年  月  日 
常設 

６ 備    考 ※廃止 
「第 22 期における分科会活動の総括結果について」（第

197 回幹事会承認）に基づき、平成 26 年 9 月 30 日をもって

廃止する。 
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（提案２） 

「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」（平成２０年１０月２３日日本学術会議第６７回幹事会決定）の一部を次のように

改正する。 

改 正 後 改 正 前 

（略） 
 

Ⅰ 日本学術会議会員及び連携会員について 
 

１．職 務 

（中略）・・・「会員」及び「連携会員」により主体的に行われることが期待されて

います。 
 

（注１） 日本学術会議法（以下「法」という。） 第３条 

 

２．身 分 

(中略)･･･このため、手当や旅費の支給等については、国家公務員に対する条

件が当てはめられます。･･･（後略） 

 

 ３．委員の任期 

分野別委員会委員の任期は、平成 29 年９月 30 日までとなります。 

分野別委員会に置かれる分科会委員の任期も、原則として平成 29 年９月 30

日までとなりますが、設置期限を付した分科会の委員の任期は、当該設置期

限までとなります。 

 

（略） 

 

Ⅱ 分野別委員会及び分科会等の組織について 
 

 １．分野別委員会 

（中略）・・・調査及び審議すべき事項並びに運営に関する事項は、幹事

会において定めます （注５）。 
 
（注３） 日本学術会議会則（以下「会則」という。） 第 16 条第１項 

（略） 
 

Ⅰ 日本学術会議会員及び連携会員について 
 

１．職 務 

（中略）・・・「会員」及び「連携会員」により主体的に行われることが期待されて

います。 
 
（注１） 日本学術会議法（以下「法」と言う。） 第３条 

 

２．身 分 

(中略)･･･このため、旅費や手当の支給等については、国家公務員に対する

条件が当てはめられます。･･･（後略） 

 

３．委員の任期 

分野別委員会委員の任期は、平成 26 年９月 30 日までとなります。 

分野別委員会に置かれる分科会委員の任期も、原則として平成 26 年９月

30 日までとなりますが、設置期限を付した分科会の委員の任期は、当該設置

期限の末日となります。 

 

（略） 

 

Ⅱ 分野別委員会及び分科会等の組織について 
 

 １．分野別委員会 

（中略）・・・調査及び審議すべき事項並びに運営に関する事項は、幹事

会において定めます （注５）。 
 
（注３） 日本学術会議会則（以下「会則」と言う。） 第 16 条第１項 
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（略） 

 

 ３．小委員会 

（中略）・・・小委員会の委員は、会員、連携会員であっても、日本学術会議

から手当及び旅費は支給されません（注８）ので、あらかじめ御了承ください。 
 
（注８） 日本学術会議の運営に関する内規（以下「内規」という。） 第 16 条 

 

 

Ⅲ  住所、所属等変更の届出について 
 

（中略）・・・。手当、旅費の額が変更になる場合があります。また、所属に変更

が生じた場合には、当局において変更先の所属長の承諾手続きをする必要が

あります（御連絡がないと、支給済みの手当、旅費等を後日返納していただく

場合があります。）。 
 

（略） 

 

Ⅳ  会議の開催、手当・旅費について 
 

① 分野別委員会又は分科会（以下「委員会等」という。）の開催回数は、予算

等の関係上、年度内（４月～翌年３月）に３回程度となります（第３項のメール

審議等の回数を除く。）。 
 

（略） 

 

③ 委員の２分の１（定足数）以上の出席（ビデオ会議の参加者は「出席」とし

て扱われます。以下同じ。）がなければ委員会等は成立しないため、委員会

等としての決定や手当・旅費の支給等ができません（注９）。出席予定委員数

が定足数を余裕をもって上回る日を開催日としてください。 

（中略）・・・この場合には、会議が成立したものとみなされますが、会議出席

の手当・旅費は支給されませんので、あらかじめ御了承下さい。・・・（後略） 
 

 

 

（略） 

 

 ３．小委員会 

（中略）・・・小委員会の委員は、会員、連携会員であっても、日本学術会議

から旅費及び手当は支給されません（注８）ので、あらかじめ御了承くださ

い。 
 
（注８） 日本学術会議の運営に関する内規（以下「内規」と言う。） 第 16 条 

 

Ⅲ  住所、所属等変更の届出について 
 

（中略）・・・。旅費、手当の額が変更になる場合があります。また、所属に変更

が生じた場合には、当局において変更先の所属長の承諾手続きをする必要

があります（御連絡がないと、支給済みの旅費、手当等を後日返納していた

だく場合があります。）。 
 

（略） 

 

Ⅳ  会議の開催、旅費・手当について 
 

① 分野別委員会又は分科会（以下「委員会等」という。）の開催回数は、予

算等の関係上、年度内（４月～翌年３月）に３回程度となります（ビデオ会

議、第３項のメール審議等の回数を除く。）。 
 

（略） 

 

③ 委員の２分の１（定足数）以上の出席（ビデオ会議の参加者は「出席」とし

て扱われます。以下同じ。）がなければ委員会等は成立しないため、委員

会等としての決定や旅費・手当の支給等ができません（注９）。出席予定委

員数が定足数を余裕をもって上回る日を開催日としてください。 

  （中略）・・・この場合には、会議が成立したものとみなされますが、会議の

出席旅費・手当は支給されませんので、あらかじめ御了承下さい。・・・（後

略） 
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（略） 

 

⑥ 会議の議事要旨は幹事等が作成し、速やかに事務局に御提出ください。

また、次回の会議等において了承を得ることが必要になります。この議事要

旨は会議資料として事務局に一定期間保存されます。・・・（後略） 
 

（略） 

 

⑧ （中略）・・・委員以外の出席者（オブザーバー等）には手当及び旅費は支

給されません。外部の参考人を会議に出席させた場合には、謝金及び旅費

が支給されます。 
 

（略） 

 

Ⅴ  分野別委員会又は分科会の提言及び報告等について 
 

（略） 

 

⑤ 報告書等の表紙や要旨等には、一定の書式があります（注 17）。なお、事務

局が体裁や字句の修正等のお手伝いをさせていただきますので、Windows

版の「Word」文書等にて作成された電子ファイルを事務局に御提出くださ

い。 
 

（注 17） 日本学術会議の意思の表出における取扱要領・・・（別紙５） 

 

⑥（中略）・・・期末における集中を回避し、幹事会での十分な審議期間を確

保するため、報告書等の案は、最終的に遅くとも平成 29 年 4 月 30 日

までに事務局まで完結した案文を御提出ください。当該最終期限まで

に提出がなかった場合は、幹事会に付議できないことがありますので

御留意ください。 
 

（略） 

 

⑧ 提言の作成を担った委員会等の役員は、インパクトレポート（注 17 の

別紙様式 4）を作成し、提言の公表後１年以内に幹事会に報告することと

（略） 

 

⑥ 会議の議事要旨は幹事等が作成し、速やかに事務局に御提出くださ

い。また、次回の会議において了承を得ることが必要になります。この議事

要旨は会議資料として事務局に一定期間保存されます。・・・（後略） 
 

（略） 

 

⑧ （中略）・・・委員以外の出席者（オブザーバー等）には旅費及び手当は

支給されません。外部の参考人を会議に出席させた場合には、旅費及び

謝金が支給されます。 
 

（略） 

 

Ⅴ  分野別委員会又は分科会の提言及び報告等について 
 

（略） 

 

⑤ 報告書等の表紙や要旨等には、一定の書式があります（注 17）。なお、事

務局が体裁や字句の修正等のお手伝いをさせていただきますので、

Windows 版の「Word」、「一太郎」文書にて作成された電子ファイルを事務

局に御提出ください。 
 

（注 17） 日本学術会議の意思の表出における取扱要領・・・（別紙５） 

 

⑥（中略）・・・期末における集中を回避し、幹事会での十分な審議期間を

確保するため、報告書等の案は、最終的に遅くとも平成 26 年 4 月 30

日までに事務局まで完結した案文を御提出ください。当該最終期限ま

でに提出がなかった場合は、幹事会に付議できないことがありますの

で御留意ください。 
 

（略） 

 

（新規追加） 
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されています。 
 

Ⅵ  講演会、シンポジウム等の開催について 
 

１．講演会、シンポジウム等の主催・共催及び後援 

 
（略） 

 

② 学協会が行う講演会、シンポジウム等については、講演内容等が基準を

満たせば日本学術会議が「後援」することができます（注 18）。開催日の３ヶ月

前までに申請書の提出が必要です。形式的に分野別委員会・分科会が関

与しているが、実質的には学協会が主催するもの等については、この後援

制度を御利用ください。 

なお、後援は幹事会の議を経て「日本学術会議」の名義で行います。部・

分野別委員会・分科会の名義ではありませんので御留意願います。 
 

（注 18） 日本学術会議後援名義の使用承認基準・・・・・・・・（別紙６） 

 

２．講演会、シンポジウム等の実行 

 

①（中略）・・・日本学術会議のホームページへの掲載は、幹事会での了承後と

なりますので、広報のために早めの掲載を希望される場合等には、内容も早

めに固める必要があります。 
 

（注 19） 講演会、シンポジウム等開催の約２か月前の幹事会に間に合うように、事務局に講

演会、シンポジウム等主催提案書（別紙７：内規別表第 2）を御提出ください。 

 

（略） 
 

③ 講演会、シンポジウム等の開催に当たっては、次の点に御留意ください。 
 

（略） 
 

（注 21） 土曜日・日曜日及び祝日における講演会、シンポジウム等の開催について・・・・・

（別紙 8） 
 

○ 日本学術会議の会場を使用する場合、あらかじめ御連絡いただけれ

 
 

Ⅵ  講演会、シンポジウム等の開催について 
 

１．講演会、シンポジウム等の主催・共催及び後援 

 
（略） 

 

② 学協会が行う講演会、シンポジウム等については、講演内容等が基準を

満たせば日本学術会議が「後援」することができます（注 18）。形式的に分

野別委員会・分科会が関与しているが、実質的には学協会が主催するも

の等については、この制度を御利用ください。 

なお、部・分野別委員会・分科会では後援を行うことはできません。 
 

（注 18） 日本学術会議後援名義の使用承認基準・・・・・・・・（別紙６） 
 

 

 

 

２．講演会、シンポジウム等の実行 

 

①（中略）・・・日本学術会議のホームページへの掲載は、幹事会での了承

後となりますので、広報のために早めの掲載を希望される場合等には、内

容も早めに固める必要があります。 
 

（注 19） 講演会、シンポジウム等開催の約２か月前の幹事会に間に合うように、事務局に

プログラム等の内容が分かる資料を御提出ください。 

 

（略） 
 

③ 講演会、シンポジウム等の開催に当たっては、次の点に御留意ください。 
 

（略） 
 

（注 21） 土曜日・日曜日及び祝日における講演会、シンポジウム等の開催について・・・・・

（別紙７） 
 

○ 日本学術会議の会場を使用する場合、あらかじめ御連絡いただけれ



23 
 

ば、プロジェクター、マイク、パソコン等の使用が可能です（ただし、数に

限りがあります）。機材の有無は、事務局にお問い合わせください。 
 

④ シンポジウム等の開催後には、その概要について、別紙９の様式により日本

学術会議事務局への報告を行ってください（報告の提出は、シンポジウム等の

開催からおおむね１か月後）。 

 
（略） 

 

（別紙 1）

 

分野別委員会運営要綱（抄） 

 

平 成  ２ ６ 年   月    日 

日本学術会議第  回幹事会決定

 

（後略） 

 

（別紙１～６ 略） 

 

（別紙 7）

                         平成  年  月  日 

 

日本学術会議会長 殿 

 

講演会、シンポジウム等主催提案書 

 

○○○○○○○○○○の開催について 

 

１．提案者  

 

ば、OHP、プロジェクター、マイク等の使用が可能です（ただし、数に限

りがあります）。機材の有無は、事務局にお問い合わせください。 
 

④ シンポジウム等の開催後には、その概要について、別紙８の様式により日本

学術会議事務局への報告を行ってください（報告の提出は、シンポジウム等

の開催からおおむね１か月後）。 

 
（略） 

 
（別紙 1） 

 

分野別委員会運営要綱（抄） 

 
平 成  ２ ３ 年 ９ 月 １  日 

日本学術会議第１３３回幹事会決定 

 

（後略） 

 

（別紙１～６ 略） 

 
 

（新規追加） 
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２．議 案 標記シンポジウムを下記のとおり開催すること。 

 

記 

１．主 催： 

 

２．共 催：（該当のある場合） 

 

３．後 援：（該当のある場合） 

 

４．日 時：平成 年 月 日（ ）： ～ ： 

 

５．場 所：  

  （日本学術会議講堂と併せて会議室を使用する場合は、会議室数及び使用目的

を必ずご記入ください。） 

 

６．分科会の開催：（該当のある場合） 

 

７．開催趣旨： 

 

８．次 第： 

主催する委員会等の委員の複数が挨拶又は報告・講演等を行うことが必要

です。 

 該当する報告・講演等については、必ずその旨明記してください 

 

９．関係部の承認の有無： 
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（別紙 8）

（略） 
 

（別紙 9）

（略） 
 

 

（別紙 7） 

（略） 
 

（別紙 8） 

（略） 

附 則（平成２６年〇月〇日日本学術会議第〇回幹事会決定） 

この決定は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

  

提案３～13 は提言等関係のため別添 2～12 を御覧ください。 

提案 14～15 は別添なし。 
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（提案１６） 

 

土曜日・日曜日及び祝日におけるシンポジウム、講演会等の開催について（平成 23 年 12 月 21 日第 142 回幹事会決定）の一部を次のよ

うに改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（略） 

  

２ 開催日・会場 

（１）土曜日、日曜日及び祝日に使用することができる回数（年末年始を除く。）

は、年度内で 32 回（４半期ごとにおおむね 8 回）までとし、対象となる講演

会、シンポジウム等は、４半期ごとに幹事会で決定する。 

     ※ 別表１に掲げる幹事会の前月末まで希望を受付け、同幹事会におい

て内容が不十分なもの等を除いた上で、なお多数の場合は、抽選を行

う。 

（２）使用することができる会場は講堂とする。 

講演会、シンポジウム等と同日に委員会等を併せて開催する場合には、 

１階のラウンジ又は自販機コーナー室で委員会等を行うものとする。 

 

３ 運営 

（１）主催者は責任をもって会場等の使用にあたるとともに、緊急時の際の避難誘

導に携わる人員を提供する（学協会や各分野に資するために行うのではなく、

学術全体に資するために行う場合であって、幹事会が人員の提供を要しないと

認めるものを除く）。 

（２）事務局の関係課職員（常勤の職員でない者を含む。）が出勤し、庁舎管理に

あたるとともに、必要に応じ、講演会、シンポジウム等で用いる機材の事前準

備等の支援を行う。 

 

４ 日本学術会議主催学術フォーラムとの関係 

土・日曜及び祝日開催の日本学術会議主催学術フォーラムについては、上記２

の開催回数に含めるものとし、別表２の類型区分に応じ、土・日曜及び祝日開催

の他の講演会、シンポジウム等と同時に、幹事会において決定する。 

 

                 （略） 

 

２ 開催日・会場 

（１）土曜日、日曜日及び祝日に使用することができる回数（年末年始

を除く。）は、年 18 回とする。 

 

 

 

 

（２）使用することができる会場は講堂とする。 

 

 

 

３ 運営 

（１）事務局の関係課職員が出勤し、講演会、シンポジウム等の運営に

あたる。 

 

（２）主催者は責任をもって会場等の使用にあたる。 

 

 

 

 

 

４ 日本学術会議主催学術フォーラム等 

日本学術会議主催学術フォーラム及び国際会議（関連行事を含む。）

については、開催の都度、別途幹事会で協議する。 
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５ 国際会議との関係 

国際会議（関連行事を含む。）については、上記２の対象から除くこととする。

 

 

【 別表１ 】「学術フォーラム」「土日祝日開催の講演会、シンポジウム等」の 

決定時期 

 

              ４月   ６月   ９月   １２月  ３月 

 

 

前年度 当該年度 

 

＜決定（抽選）＞ 

 

 

   

 １２月 

幹事会 

 第１ 

四半期 

   

 

 

 

 

＜決定（抽選）＞ 

   

  ３月 

幹事会 

 第２ 

四半期 

  

 

 

 

  

＜決定（抽選）＞ 

  

   ６月 

幹事会 

 第３ 

四半期 
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＜決定（抽選）＞ 

    ９月 

幹事会 

 第４ 

四半期  

 

 

【 別表２ 】「学術フォーラム」「土日祝日開催の講演会、シンポジウム等」を 

幹事会に付議する際の区分 

 

類型 

 

経費の補助 受付業務等 

の職員補助 

 

区分Ⅰ ○ 

あり 

○・× 

あり・なし 

学術フォーラムのみ 

区分Ⅱ × 

なし 

○ 

あり 

学術フォーラム 又は 

学協会や各分野に資するために行うの

ではなく、学術全体に資するために行う

講演会、シンポジウム等 

区分Ⅲ × 

なし 

× 

なし 

学術フォーラム 又は 

上記以外の講演会、シンポジウム等 

             ※ いずれの区分を希望するかを明示すること 

 

附 則（平成  年 月 日日本学術会議第  回幹事会決定） 

１ この決定は、決定の日から施行する。ただし、２（１）に規定する４半期ごとの回数制限、受付、抽選については、平成２７年度以降に開催される講

演会、シンポジウム等から適用するものとする。 
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日本学術会議主催学術フォーラムの選定及び実施について（平成 24 年 2 月 20 日第 146 回幹事会決定）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

1 概 要 

                 （略） 

（６）年間開催回数 経費負担を要するものは、原則として年 10 件程度とする。

                 （略） 

（８）開催場所  原則として日本学術会議講堂 

         土曜日、日曜日、祝日の講堂使用については、「土曜日・日

曜日及び祝日におけるシンポジウム、講演会等の開催につい

て」（平成 23 年 12 月 21 日第 142 回幹事会決定）の定めるとこ

ろによる。 

 

２ テーマの選定まで 

① 各部及び委員会に対し、企画案の募集通知を発出する。 

           （略） 

  ・ 企画案の募集は、前年度の 11 月末日までに１回、2月末日までに１回、

当該年度の 5月末日までに１回、８月末日までに１回行い、それぞれ翌月

に行う幹事会に提出する。 

 

② 各部又は委員会の企画案を受領する。 

        （略） 

・企画案には次の事項を記載するものとする。（別紙１参照） 

ⅰ）～ⅴ）（略） 

ⅵ）その他希望事項（開催場所、企画実施に係る経費負担の要否、担当

職員の人的支援の要否をそれぞれ記載する。） 

 

（削除） 

 

③ 幹事会において協議のうえ、企画を決定する。 

④ 四半期ごとに、学術フォーラムの経費負担又は職員の人的支援を要する企

画案は計３件（うち経費負担を要するものは、年度で１0件）まで承認する。

⑤ また、上記④を含む全ての企画案において、土日祝日開催は四半期ごとに

計２件までとする。 

 

1 概 要 

                 （略） 

（６）年間開催回数 原則として年 10 件程度とする。 

                 （略） 

（８）開催場所  原則として日本学術会議講堂 

         土曜日、日曜日、祝日の講堂使用については、開催の都度、

別途幹事会で協議する。 

 

 

 

２ テーマの選定まで 

① 各部及び委員会に対し、企画案の募集通知を発出する。 

           （略） 

  ・ 企画案の募集は、前年度の３月末までに１回、当該年度の９月末ま

でに１回行い、それぞれ５件程度承認する。 

 

 

② 各部又は委員会の企画案を受領する。 

           （略） 

・企画案には次の事項を記載するものとする。（別紙１参照） 

ⅰ）～ⅴ）（略） 

 

 

 

③ 会長が適宜、副会長と相談の上、選定案を策定し、幹事会に提案する。 

 

④ 幹事会において決定する。 
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⑥ なお、上記件数の限度を上回る場合は、企画案につき、抽選を行い、企画

を決定する。 

 

３ スケジュール及び業務分担 

             （略） 

 

 

（略） 

 

 担当 時期 備考 

会 員

等 

事 務

局 

フォーラムのコーディ

ネート（後援者、後援

団体、プログラムの確

定） 

○  提案する幹事会開催日の

２週間前まで 

（略） 

フォーラム開催につい

て幹事会に提案、承認

を得る 

 ○ 上記２に定める幹事会 （略） 

（略） (略） (略） （略） （略） 

 

 

 

３ スケジュール及び業務分担 

             （略） 

 

 担当 時期 備考 

会 員

等 

事 務

局 

フォーラムのコーディ

ネート（後援者、後援

団体、プログラムの確

定） 

○  提案する幹事会（開催日

の１ヶ月以上前）開催日

の２週間前まで 

（略） 

フォーラム開催につい

て幹事会に提案、承認

を得る 

 ○ 開催日の１ヶ月以上前の

幹事会 

（略） 

（略） (略） (略） （略） （略） 

 

             （略） 

 

附 則（平成  年 月 日日本学術会議第  回幹事会決定） 

１ この決定は、決定の日から施行する。ただし、２に規定する４半期ごとの回数制限、募集、抽選については、平成２７年度以降に開催される学術フォーラ

ムから適用するものとする。 
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日本学術会議分野別委員会及び分科会等について（平成 20 年 10 月 23 日第 67 回幹事会決定）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

 （略） 

 

Ⅵ 講演会、シンポジウム等の開催について 

                 （略） 

２ 講演会、シンポジウム等の実行 

                 （略） 

 

  ③ 講演会、シンポジウムの開催に当たっては、次の点に御留意くださ

い。 

 

                 （略） 

 

○ 会場は、日本学術会議の講堂、会議室等を使用できます。なお、

講堂と併せて会議室を使用する場合、会議室の予約は、原則 5 室ま

でとします。使用できる日時は土・日・祝日及び年末年始を除く、

10 時から 18 時までです。ただし、32 回（日本学術会議主催学術フ

ォーラムの回数を含む。）を限度に（年末年始は除く。）、土曜日、日

曜日及び祝日においても講堂を使用することができます（注 21）。 

 

                  （略） 

 

 

（略） 

 

Ⅵ 講演会、シンポジウム等の開催について 

                 （略） 

２ 講演会、シンポジウム等の実行 

                 （略） 

 

  ③ 講演会、シンポジウムの開催に当たっては、次の点に御留意くださ

い。 

 

                 （略） 

 

○ 会場は、日本学術会議の講堂、会議室等を使用できます。なお、

講堂と併せて会議室を使用する場合、会議室の予約は、原則 5 室ま

でとします。使用できる日時は土・日・祝日及び年末年始を除く、

10 時から 17 時までです。ただし、18 回を限度に（年末年始は除く。）、

土曜日、日曜日及び祝日においても講堂を使用することができます

（注 21）。 

 

                  （略） 

 

附 則（平成  年 月 日日本学術会議第  回幹事会決定） 

１ この決定は、決定の日から施行する。 
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（提案１７） 

 

公開シンポジウム「わが国の肉用牛とともに技術改良の半世紀 

−過去～現在、そして未来へ−」の開催について 

 

１．主 催：日本学術会議 食料科学委員会 畜産学分科会 

 

２．共 催：肉用牛研究会 

 

３．後 援：京都府 (ほか畜産関係団体を予定) 

 

４．日 時：平成 26 年 9 月 18 日（水）14:00～16：10 

 

５．場 所：全国和牛登録協会 登録会館２階 大ホール（京都市中京区） 

 

６．分科会の開催：開催予定なし 

 

７．開催趣旨： 

日本学術会議の認定団体である肉用牛研究会は創立 50 周年を迎え、これを

記念して標記公開シンポジウムを日本学術会議と共に、発足の地、京都で開催

することになりました。このシンポジウムはわが国肉用牛に関する様々な技術

と研究に関する内容で、肉用牛の歴史、現状、そして将来への発展を様々な分

野から著名な研究者に語っていただきます。肉用牛に関心のある研究者はもと

より、この研究会の伝統としての生産者や技術者、実業界、消費者の方々との

交流を期待していますので、積極的なご参加をお待ちしております。 

 

８．次 第： 

14:00-14:05 開会挨拶 

佐藤 英明＊（日本学術会議第二部会員、独立行政法人家畜改

良センター理事長） 

招待講演 座長：久米  新一（京都大学大学院農学研究科教授） 

松井  徹（京都大学農学研究科教授） 

14:05－14:35  1. 黒毛和種の遺伝的評価と改良 

         祝前 博明＊（日本学術会議連携会員、京都大学農学研究科教授） 

14:35－15:05  2. わが国肉用牛の飼養・栄養の変遷と期待 

木村 信熙（日本技術士会畜産技術士センター代表、日本獣医生

命科学大名誉教授） 
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15:05－15:35  3. 肉用牛における素牛生産の課題と展望 

田村 千秋（前北海道立畜産試験場場長） 

15:35－16:05  4. 黒毛和種の道府県おける取組 

福島 護之（兵庫県立農林水産技術総合センター畜産部長) 

16:05－16:10   閉会挨拶 

守屋 和幸（肉用牛研究会副会長、京都大学農学研究科教授） 

 

９．関係部の承認の有無：第二部承認 

 

（＊印の講演者等は、主催分科会委員） 
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（提案１８） 

 

公開シンポジウム「第７回形態科学シンポジウム『生命科学研究の魅力を

語る：高校生のための集い』」の開催について 

 

１．主 催：日本学術会議基礎生物学委員会、統合生物学委員会、基礎医学委

員会、基礎生物学委員会・統合生物学委員会合同細胞生物学分科

会、基礎医学委員会形態・細胞生物医科学分科会 

 

２．後 援：日本細胞生物学会、日本解剖学会、日本顕微鏡学会、日本組織細

胞化学会、日本医歯薬アカデミー（予定） 

 

３．日 時：平成 26 年 10 月 25 日（土）13:30 ～ 17:00 

 

４．場 所：東京大学本郷キャンパス理学部２号館講堂 

 

５．分科会の開催：開催予定 

 

６．開催趣旨：  

  スーパーサイエンスハイスクール(SSH）校を中心に、医学・生物学研究に

関心を持つ高校生に呼びかけ、医学・生物学研究の最前線を分かりやすく解

説する。また第一線の研究者と高校生が気軽に語り合う場を設け、将来の医

学・生物学研究を担う人材の啓発に資するものとしたい。 

 

７．次 第： 

13：30 開会挨拶 

中野 明彦＊（日本学術会議第二部会員、東京大学大学院理学系研究科

教授） 

13：35 講演会 

 座長：岸本 健雄＊（日本学術会議第二部会員、お茶の水女子大学客員教授） 

・講演１  

水島  昇 （東京大学大学院医学系研究科教授） 

・講演２ 

大杉 美穂 （東京大学大学院総合文化研究科准教授） 

 

15：15 高校生と語る会 
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 司会：未定 （日本学術会議連携会員（予定）） 

 

15：55－16：05 （ 休憩と会場移動 ） 

16：05 交流会 

16：55 閉会挨拶 

廣川 信隆＊ （日本学術会議連携会員、東京大学大学院医学系研究科教授） 

 

９．関係部の承認の有無：第二部承認 

 

（＊印の講演者等は、主催分科会委員） 
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（提案１９） 

 

公開シンポジウム「東日本大震災からの水産業および関連沿岸社会・自

然環境の復興・再生に向けて（第 2回）－日本学術会議の第二次提言を

踏まえて－」 

 

１．主 催：日本学術会議食料科学委員会、食料科学委員会水産学分科会 

 

２．共 催：水産・海洋科学研究連絡協議会、日本水産学会、東京海洋大学、

北里大学海洋生命科学部 

 

３．後 援：日本農学アカデミー、大日本水産会、全国漁業協同組合連合会（予

定）、水産海洋学会、日本付着生物学会、日本魚病学会、国際漁業

学会、日本ベントス学会、日本魚類学会、地域漁業学会、日仏海洋

学会、日本海洋学会、日本水産増殖学会、マリンバイオテクノロジ

ー学会、日本水産工学会、日本プランクトン学会、漁業経済学会、

日本藻類学会 

 

４．日 時：平成 26 年 11 月 21 日(金)10：00－17：20 

 

５．場 所：日本学術会議講堂 

 

６．分科会の開催：開催予定 

 

７．開催趣旨： 

平成23年3月11日に東北太平洋沖で発生した大地震は巨大津波の襲来をも

たらし，沿岸地域の漁業および水産関連の職業に携わっていた住民の生活を一

瞬のうちに破壊し、地域社会を崩壊させてしまった。さらに，巨大津波の直撃

を受けて漏洩した東京電力福島第一原子力発電所の放射能は，海洋汚染をもた

らし、漁業および水産関連産業に深刻な影響を未だ与えている。水産学、海洋

学関連の 16 学会が立ち上げた水産・海洋科学研究連絡協議会では昨年標記の

タイトルでシンポジウムを共催し、各学会の取り組みについて述べるとともに、

総合討論において様々なご意見をいただいた。今回は、各学会のみならず大学

等の取り組みを紹介するとともに、日本学術会議が平成 26 年 6 月 10 日に行っ

た第二次提言の内容についてパネルディスカッションし、東日本大震災からの

水産業および関連沿岸社会・自然環境の復興・再生に向けての方向性と具体的

方法について取りまとめる。 

 

８．次 第： 
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10：00 開会の挨拶 

渡部 終五*（日本学術会議第二部会員、北里大学海洋生命科学部

教授) 

10：10「各省庁における震災関連の取り組み状況」 

秋山 敏男（農林水産・食品産業技術振興協会専門 PO） 

10：25「福島沖の海洋生態系における放射能汚染の推移と現状」 

石丸  隆（東京海洋大学海洋観測支援センター特任教授） 

10：50「東電福島第一原子力発電所事故による水産物の放射能汚染の状況」 

森田 貴己*（日本学術会議特任連携会員、水産総合研究センター

研究開発コーディネーター） 

11：15「原発災害と水産復興」 

濱田 武士（東京海洋大学大学院海洋科学系准教授） 

11：40「水産基盤（含む防潮堤）復旧の現状と課題」 

影山 智将（漁港漁場漁村総合研究所理事長） 

12：05－13：15（休 憩） 

13：15「東北マリンサイエンス拠点形成事業の概要」 

清浦  隆（文部科学省研究開発局海洋地球課長） 

13：30「東北マリンサイエンス拠点形成事業（海洋生態系の調査）の研究概

要」 

木島 明博（東北大学大学院農学研究科教授） 

13：40「海洋生態系調査成果－１ 震災と海洋生態系統合モデル 

木暮 一啓（東京大学大気海洋研究所教授） 

14：58「海洋生態系調査成果－２  震災とハビタットマッピングモデル」 

北里  洋（日本学術会議第三部会員、海洋研究開発機構プロジェ

クト長） 

14：16「海洋生態系調査成果－３ 震災と漁業復興モデル」 

原  素之（東北大学マリンサイエンス復興支援室長 教授） 

14：34「海洋生態系調査成果－４ TEAMS データ共有・公開機能の構築」 

園田  朗（海洋研究開発機構データマネジメントユニットリーダー） 

14：45－15：00（休 憩） 

15：00「SANRIKU（三陸）水産研究教育拠点形成事業の概要」 

小川 廣男（東京海洋大学大学院海洋科学系教授） 

15：25「水産総合研究センターの取り組み」 

秋山 秀樹（水産総合研究センター本部研究推進部長） 

15：50「藻場のモニタリング－東北から北関東の太平洋沿岸－」 
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田中 次郎（東京海洋大学大学院海洋科学系教授） 

坂西 芳彦（日本海区水産研究所グループ長） 

青木 優和（東北大学大学院農学研究科准教授） 

倉島  彰（三重大学大学院生物資源学研究科助教） 

16：15 総合討論 

（司会）八木 信行*（日本学術会議特任連携会員、東京大学大学院農学生

命科学研究科准教授） 

「東日本大震災から新時代の水産業の復興へ 第二次提言について」 

（コメンテーター） 

香川 謙二（農林水産省水産庁次長） 

赤間 廣志（宮城海区漁業調整委員） 

17：10 閉会の挨拶 

帰山 雅秀*(日本学術会議連携会員、北海道大学国際本部特任教授) 

 

９．関係各部の承認有無：第二部承認 

 

（＊印の講演者等は、主催分科会委員） 

 

提案 20 は別添なし。 
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（提案２１） 

第１２回産学官連携功労者表彰授賞式 開催概要（案） 

 

１ 目的 

  産学官連携功労者表彰は大学、公的研究機関、企業等における産学官連携活動にお

いて大きな成果を収めた事例に関し、その功績を称えることにより、我が国の産学官

連携の更なる進展に寄与することを目的に、平成１５年から実施している。 

  受賞することとなった功労者を称え、優れた産学官連携の事例をより多くの国民に

紹介するために授賞式を行う。 

 

２ 日時 

平成２６年９月１２日（金）１３時３０分～１６時００分 

 

３ 場所 

東京ビッグサイト レセプションホール 

 

４ 主催（予定） 

内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、

環境省、日本経済団体連合会、日本学術会議 

 

５ 賞の種類 

内閣総理大臣賞、科学技術政策担当大臣賞、総務大臣賞、文部科学大臣賞、 

厚生労働大臣賞、農林水産大臣賞、経済産業大臣賞、国土交通大臣賞、 

環境大臣賞、日本経済団体連合会会長賞、日本学術会議会長賞（以上、１１賞） 

 

６ プログラム(予定) 

時間 内容 

13:30 (1) 開会 

13:30-13:35 (2) 主催者代表挨拶 

13:35-15:00 (3) 表彰状授与 

15:00-15:20 (4) 内閣総理大臣賞受賞者によるプレゼンテーション 

15:20 (5) 閉会 

15:20-16:00 (6) 全体記念写真撮影等 

 

７ 関連プログラム 

  イノベーション・ジャパン２０１４会場にて、各受賞内容を紹介するパネル展示 




